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（２） 
題を取り扱う。
最
高
裁
判
所
大
法
廷
は
、
高
裁
判
決
を
支
持
し
て
知
事
の
上
告
を
棄
却
し
た
が
、
お
お
よ
そ
つ
ぎ
の
五
点
に
つ
い
て
判
断
し
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
職
務
執
行
命
令
訴
訟
の
出
訴
要
件
、
職
務
執
行
命
令
訴
訟
に
お
け
る
裁
判
所
の
審
査
権
の
範
囲
、
特
別
措
置
法
の
合
憲
性
お
よ
び
同
法
に
基
づ
く
使
用
認
定
の
有
効
性
、
知
事
に
お
け
る
署
名
等
代
行
の
作
為
義
務
、
職
務
執
行
命
令
を
行
う
べ
き
公
益
性
、
で
あ
る
。
こ
の
う
ち
、
第
一
の
訴
訟
要
件
は
、
さ
ら
に
二
つ
の
問
題
に
区
別
さ
れ
る
。
一
つ
は
、
職
務
執
行
命
令
訴
訟
は
地
方
公
共
団
体
の
長
が
処
理
す
る
国
の
機
関
委
任
事
務
に
つ
い
て
提
起
で
き
る
が
、
本
件
で
問
題
と
な
っ
た
署
名
等
代
行
が
こ
れ
に
当
た
る
か
ど
う
か
で
あ
り
、
い
ま一つは、職務執行命令訴訟は当該事務に関する主務大臣がこれを提起することができるが、本件において、内閣総
理
大
臣
を
主
務
大
臣
と
い
え
る
か
ど
う
か
で
あ
る
。
い
ず
れ
も
最
高
裁
判
所
は
積
極
に
解
し
、
訴
訟
を
適
法
な
も
の
と
し
た
。
それぞれ、重要な理論問題を含むが、本稿では、第一の出訴要件のうち、原告適格を有すべき主務大臣の特定の問
法
学
志
林
第
九
十
四
巻
第
一
号
四
たという。そこで、同巨回長は、同条四項により関係市町村長に立会と署名を求めたが市町村長に拒否され、さらに、
同条五項により沖縄県知事に立会人を指名し署名押印させること（以下「署名等代行」という。）を申請したが、知事も
ま
た
こ
れ
に
応
じ
な
か
っ
た
。
こ
れ
に
対
し
て
、
地
方
自
治
法
一
五
一
条
の
二
に
基
づ
き
、
内
閣
総
理
大
臣
が
沖
縄
県
知
事
を
被
告
と
し
て職務執行命令の裁判を提起した（以下「本件」という）。
第
一
審
裁
判
所
の
福
岡
高
等
裁
判
所
那
覇
支
部
は
、
平
成
八
年
三
月
二
五
日
の
判
決
で
、
原
告
の
訴
え
を
認
め
て
知
事
に
署
名
等
代
行
を
命
じ
、
こ
の
職
務
執
行
命
令
に
基
づ
き
内
閣
総
理
大
臣
に
よ
っ
て
署
名
等
代
行
が
な
さ
れ
た
が
、
知
事
は
同
判
決
を
不
服
と
し
て
上
告
（１） 
した。
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地方自治法一五一条の二は、「国の機関としての都道府県知事の権限に属する国の事務」について「主務大臣」が、
知
事
に
対
し
て
勧
告
お
よ
び
命
令
を
行
い
、
さ
ら
に
職
務
執
行
命
令
の
裁
判
を
提
起
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
し
て
い
る
。
本
件
で
内
閣
総
理
大
臣
が
主
務
大
臣
で
あ
る
と
す
る
原
告
の
主
張
は
、
一
審
裁
判
所
に
お
け
る
そ
の
準
備
書
面
に
よ
れ
ば
、
概
略
つ
ぎ
の
と
お
り
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
防
衛
庁
は
、
総
理
府
の
外
局
で
あ
り
、
防
衛
施
設
庁
は
防
衛
庁
に
置
か
れ
る
こ
と
、
国
家
行
政
組
織
法
に
よ
れ
ば
、
総
理
府
の
長
は
、
内
閣
総
理
大
臣
で
あ
り
、
主
任
の
大
臣
と
し
て
総
理
府
の
行
政
事
務
を
分
担
管
理
す
る
と
定
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
、
お
よ
び
、
防
衛
庁
設
置
法
に
よ
れ
ば
、
防
衛
庁
の
所
掌
事
務
と
し
て
「
駐
留
軍
の
使
用
に
供
す
る
施
設
及
び
区
域
の
決
定
、
取
得
及
び
・
提
供
に
関
す
る
こ
と
」
が
掲
げ
ら
れ
（
同
法
五
条
二
五
号
）
、
防
衛
庁
の
権
限
と
し
て
「
駐
留
車
に
対
し
て
施
設
及
び
区
域
を
提
供
」
す
る
こ
と
が
掲
げ
られ（六条一四号）、これらの事務・権限は同時に防衛施設庁の所掌事務及び権限とされている（四二条、四三条）こと
か
ら
、
防
衛
庁
な
い
し
防
衛
施
設
庁
の
所
掌
事
務
は
、
総
理
府
に
分
担
さ
れ
た
所
掌
事
務
で
あ
り
、
そ
の
主
務
大
臣
は
内
閣
総
理
大
臣
で
原
告
の
主
張
は
、
ご
く
単
純
な
も
の
で
あ
り
、
「
駐
留
軍
に
対
し
て
施
設
及
び
区
域
を
提
供
」
す
る
事
務
・
権
限
が
防
衛
庁
な
い
し
防
衛
施
設
庁
ひ
い
て
は
総
理
府
に
属
し
、
そ
の
主
務
大
臣
は
内
閣
総
理
大
臣
で
あ
る
と
い
う
に
つ
き
る
。
そ
こ
で
は
、
知
事
の
署
名
等
代
行
職務執行命令訴訟と主務大臣（浜川）
五
あ
る
、
と
い
う
の
で
あ
る
。
ｌ
原
告
の
主
張
問
題
の
所
在
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主務大臣たる資格に関する第一審福岡高等裁判所那覇支部の判断は、つぎのとおりである。
「地位協定に基づき駐留軍の用に供する土地等の国による使用収用に関する事務は、駐留軍の使用に供する施設及
び区域の決定、取得及び提供に関するものとして、防衛庁及び防衛施設庁の所掌事務であり」、総理府の事務である。
そして、特別措置法が総理大臣に使用・収用認定の権限を付与したのは、「国の安全保障に係わる政策的かつ技術的
な判断を要することから、その最終的な判断を内閣の首長である原告に委ねるのが相当とされたことによる」。また、
総理大臣は、「総理府の長でもあり上級機関として防衛施設局長を監督する立場にあることから」、認定のほか失効の
告
示
、
現
状
回
復
な
し
の
返
還
に
か
か
る
異
議
申
出
な
ど
の
使
用
収
用
に
関
す
る
事
務
に
つ
い
て
も
権
限
を
付
与
さ
れ
て
い
る
。
し
た
がって、「駐留軍の用に供する土地等の国による使用収用に関し防衛施設局長を監督する事務は原告の権限」である。
そして、知事の署名等代行の事務は、「防衛施設局長による土地・物件調書作成手続の適正を確保しつつその裁決申
請に必要な書類の一つを整えさせるという趣旨で規定された」ものであり、「駐留軍の用に供する土地等の国による
使用収用に関し防衛施設局長を監督する事務として、原告の権限に属する事務であり、したがって、本件署名等代行
事務についての主務大臣は原告と解するのが相当」である。
要するに、高裁判決は、署名等代行の事務をもって起業者たる防衛施設局長を監督する事務の一つと解したうえ、
法
学
志
林
第
九
十
四
巻
第
一
号
一ハ
の事務は「駐留軍に対して施設及び区域を提供」する事務に吸収されることになるが、そのことについては問題にさ
え
さ
れ
て
い
な
い
。
２
高
裁
判
決
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最
高
裁
判
決
の
主
務
大
臣
に
関
す
る
判
示
部
分
は
、
つ
ぎ
の
と
お
り
で
あ
る
。
「
駐
留
卵
用
地
特
措
法
は
、
日
米
地
位
協
定
を
実
施
す
る
た
め
、
駐
留
砺
の
川
に
供
す
る
土
地
等
の
使
用
又
は
収
用
に
関
し
規
定
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
（
同
法
一
条
）
。
こ
れ
に
よ
れ
ば
、
駐
岡
軍
用
地
特
措
法
に
蕊
づ
く
土
地
等
の
使
用
又
は
収
用
に
関
す
る
事
務
は
、
我
が
国
の
安
全
保
障
並
び
に
こ
れ
と
密
接
な
関
連
を
有
す
る
極
東
に
お
け
る
国
際
の
平
和
及
び
安
全
の
維
持
と
い
う
国
家
的
な
利
益
に
関
わ
る
事
務
で
あ
る
と
と
も
に
、
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
に
対
す
る
施
設
及
び
区
域
の
提
供
と
い
う
、
日
米
安
全
保
障
条
約
に
基
づ
く
我
が
国
の
国
家
と
し
て
の
義
務
の
履
行
に
か
か
わ
る
事
務
で
あ
る
と
い
う
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
こ
と
に
、
駐
留
軍
用
地
特
措
法
五
条
に
よ
り
、
同
法
に
基
づ
く
土
地
等
の
使
用
又
は
収
用
の
認
定
の
権
限
が
被
上
告
人
に
あ
る
も
の
と
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
併
せ
考
え
る
と
、
同
法
に
基
づ
き
、
防
衛
施
設
局
長
が
行
う
土
地
等
の
使
用
又
は
収
用
の
事
務
の
円
滑
な
遂
行
と
私
有
財
産
権
の
保
障
と
の
調
整
を
図
る
た
め
の
事
務
は
、
建
設省の所掌事務とされている『土地の使用及び収川に関する事務』（建設省設慨法三条三七号）に含まれるものと解す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
そ
し
て
、
右
事
務
が
そ
の
他
の
省
庁
等
の
い
ず
れ
か
の
所
掌
事
務
に
当
た
る
と
す
る
法
的
根
拠
も
な
い
か
ら
、
右
事
務
は
、
総
理
府
設
慨
法
四
条
一
四
号
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
従
い
総
則
府
が
所
掌
す
る
事
務
に
当
た
る
と
す
る
の
が
机
当
で
あ
り
、
そ
の
よ
う
に
解
す
る
こ
と
が
右
事
務
の
性
質
に
も
か
な
う
も
の
と
い
え
る
。
し
た
が
っ
て
、
駐
倒
耶
用
地
特
措
法
一
四
条
に
離
づ
き
同
法
三
条
の
規
定
に
よ
る
土
地
等
の
使
用
又
は
収
用
に
関
し
て
適
用
さ
れ
る
場
合
に
お
け
る
土
地
収
用
法
三
六
条
五
項
所
定
の
署
名
等
代
行
事
務
の
職務執何命令訴訟と主務大臣（浜川）
七
防
衛
施
設
局
長
が
属
す
る
総
理
府
の
長
と
し
て
、
ま
た
特
別
措
置
法
に
基
づ
く
各
権
限
を
有
す
る
者
と
し
て
、
防
衛
施
設
局
長
の
監
督
権
（３） 
限
が
内
閣
総
理
大
臣
に
あ
る
こ
と
を
理
川
に
、
署
名
等
代
行
の
事
務
に
関
す
る
主
務
大
臣
を
内
閣
総
理
大
臣
と
し
た
の
で
あ
る
。
３
肢
高
裁
判
決
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「これを土地収用法三六条五項によって都道府県知事の権限に属するものとされた事務（以下「署名等代行事務」とい
う
）
に
つ
い
て
み
る
と
、
右
事
務
は
、
起
業
者
が
土
地
等
の
収
用
又
は
使
用
の
裁
決
を
申
請
す
る
た
め
に
必
要
な
土
地
調
書
及
び
物
件
調
書
を
完
成
さ
せ
る
た
め
の
事
務
で
あ
る
と
い
う
点
に
お
い
て
、
起
業
者
が
行
う
土
地
等
の
収
用
又
は
使
用
の
事
務
の
円
滑
な
遂
行
に
資
す
る
事
務
で
あ
る
と
と
も
に
、
土
地
調
書
及
び
物
件
調
書
の
作
成
が
適
正
に
行
わ
れ
た
こ
と
を
公
的
に
確
認
す
る
こ
と
に
よ
り
、
調
書
の
作
成
の
適
正
を
担
保
し
、
ひ
い
て
は
私
有
財
産
権
の
保
障
を
手
続
的
に
担
保
す
る
た
め
の
事
務
で
あ
る
と
い
う
こ
と
が
で
き
る
。
右
の
よ
う
するのが相当である。」
法
学
志
林
第
九
十
四
巻
第
一
号
八
主務大臣は、被上告人というべきである。」
こ
こ
で
、
「
防
衛
施
設
局
長
が
行
う
土
地
等
の
使
用
又
は
収
用
の
事
務
の
円
滑
な
遂
行
と
私
有
財
産
権
の
保
障
と
の
調
整
を
図
る
た
め
の
事
務
」
と
い
う
文
一
言
が
用
い
ら
れ
て
い
る
が
、
こ
れ
は
、
署
名
等
代
行
の
事
務
の
機
関
委
任
事
務
該
当
性
に
関
す
る
つ
ぎ
の
説
示
を
受
け
た
も
の
で
あ
り
、
知
事
の
署
名
等
代
行
の
事
務
を
指
し
て
い
る
。
土
地
収
用
法
は
「
公
益
事
業
の
用
に
供
す
る
た
め
に
必
要
な
土
地
等
の
収
用
又
は
使
用
の
事
務
を
起
業
者
の
事
務
と
し
た
上
で
、
私
有
財
産
権
の
保
障
と
の
調
整
を
図
り
っ
っ
、
右
事
務
を
円
滑
に
行
わ
せ
る
た
め
に
、
段
階
的
に
建
設
大
臣
を
初
め
と
す
る
同
法
所
定
の
行
政
機
関
の
権
限
に
属
す
る
行
政
処
分
を
介
在
さ
せ
る
な
ど
し
て
、
右
事
務
の
遂
行
に
行
政
上
の
規
制
を
加
え
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
手
続
構
造
か
ら
す
れ
ば
、
起
業
者
に
土
地
等
の
収
用
又
は
使
用
の
権
限
を
付
与
す
る
な
ど
の
事
務
が
、
国
が
本
来
的
に
有
す
る
前
記
の
権
能
に
由
来
す
る
と
い
う
意
味
に
お
い
て
、
国
の
事
務
に
該
当
す
る
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
だ
け
で
な
く
、
公
益
事
坐
お
円
滑
な
遂
行
と
私
有
財
産
権
の
保
障
と
の
調
整
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
起
坐
鶉
者
が
行
う
事
業
の
遂
行
を
規
制
す
る
こ
と
も
ま
た
、
起
業
者
に
土
地
等
の
収
用
又
は
使
用
の
権
限
を
付
与
し
た
国
の
責
務
で
あ
り
、
そ
の
た
め
の
事
務
も
、
そ
の
性
質
上
、
国
の
事
務
に
当
た
る
も
の
と
解
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な署名等代行事務の性質にかんがみれば、右事務は、凶の事務に当たるものと解するのが柑当である。」
肢高裁判決の論理の特徴は、署名等代行の事務が、法令上、国のいずれの省庁の事務とも明示されていないとした
う
え
で
、
「
他
の
行
政
機
関
の
所
掌
に
属
し
な
い
事
務
」
を
総
皿
府
の
事
務
と
す
る
総
理
府
設
漣
法
四
条
一
四
号
を
根
拠
に
、
主
務
大
臣
を内閣総理大臣とした点にある。ただ、その論理の迎びは必ずしも明らかではない。
「駐研耶川地特描法に雄づく土地等の使用又は収川に関する事務」を「国家的な利益に関わる事務」であり「我が
凶
の
国
家
と
し
て
の
義
務
の
収
行
に
か
か
わ
る
事
務
」
で
あ
る
と
の
脂
摘
は
、
そ
の
主
務
大
臣
が
内
閣
総
理
大
厄
で
あ
る
こ
と
を
示
唆
し
ているといえ、また、駐倒砿川地特捲法五条に雌づく「土地等の便川又は収川の認定の権限」が内閣総理大腿にある
と
も
述
べ
て
い
る
が
、
こ
れ
ら
は
い
ず
れ
も
、
署
名
等
代
行
の
事
務
が
処
設
省
の
所
掌
事
務
で
な
い
こ
と
の
根
拠
と
さ
れ
て
い
る
。
た
し
か
に
、
駐
冊
耶
川
地
特
摘
法
に
難
づ
く
土
地
等
の
便
川
又
は
収
川
に
側
す
る
事
務
」
お
よ
び
「
土
地
等
の
便
川
又
は
収
川
の
認
定
の
権
限
」
と
署
名
等
代
行
の
事
務
が
別
の
事
務
・
権
限
で
あ
る
か
ぎ
り
、
前
二
者
の
主
務
大
雁
が
内
閣
総
理
大
臣
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
た
だ
ち
に署名等代行事務の主務大臣がまた内閣総理大厄となるわけでないことは妓高奴判決も前提にしているのであろう。
し
か
し
、
そ
こ
か
ら
署
名
等
代
行
事
務
が
建
設
省
の
所
管
に
属
さ
な
い
と
い
う
結
論
が
導
か
れ
る
皿
川
は
明
ら
か
で
は
な
い
。
本
件
で
問
題
と
な
っ
た
知
事
の
署
名
等
代
行
の
事
務
は
、
特
別
描
慨
法
に
よ
っ
て
授
権
さ
れ
た
も
の
で
は
な
く
、
土
地
収
川
法
に
よ
っ
て
土
地
の
収
川
・
使
川
の
手
続
へ
の
知
事
の
関
与
と
し
て
授
権
さ
れ
て
い
る
も
の
で
あ
る
。
特
別
措
慨
法
に
よ
る
こ
と
な
く
土
地
収
川
法
の
み
に
よ
る
場
合
に
は
、
主
務
大
胆
は
土
地
収
川
法
の
施
行
を
所
符
す
る
建
設
大
臣
と
解
さ
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
本
件
職
獅
秘
汀
命
令
訴
訟
と
主
務
大
臣
（
浜
川
）
几
４
臓
務
執
行
命
令
訴
訟
と
主
務
大
原
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での問題は、特別措置法によって土地収用法が適川されるとき、果たして、知事が土地収用法に砿づいて行うべき事
務
を
所
符
す
る
主
務
大
臣
が
、
建
設
大
臣
で
は
な
く
内
閣
総
皿
大
臣
に
変
更
さ
れ
た
と
い
え
る
か
に
あ
る
。
そ
の
場
合
、
原
告
主
張
や
高
裁
判
決
の
よ
う
に
、
防
衛
施
設
庁
が
属
す
る
総
理
府
の
長
が
内
閣
総
理
大
臣
で
あ
る
こ
と
を
皿
川
に
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
な
ぜ
な
ら
、
「
駐
冊
耶
の
使
川
に
供
す
る
施
設
及
び
区
域
の
決
定
、
取
得
及
び
提
供
に
閃
す
る
こ
と
」
ま
た
は
「
駐
倒
耶
に
対
し
て
施
設
及
び
区
域
を
提
供
」
す
る
こ
と
が
防
衛
施
設
庁
の
所
掌
事
務
ま
た
は
権
限
で
あ
り
、
同
事
務
に
つ
い
て
の
所
管
の
大
臣
は
内
閣
総
理
大
臣
で
あ
る
と
は
い
え
て
も
、
本
件
で
は
、
知
事
の
署
名
等
代
行
の
事
務
に
つ
い
て
職
務
執
行
命
令
訴
訟
が
提
起
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
か
ら
、
防
衛
施
設
局
長
が
起
業
者
と
し
て
行
う
事
務
に
つ
い
て
で
は
な
く
、
右
の
知
事
の
事
務
に
つ
い
て
主
務
大
臣
が
特
定
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
か
ら
で
あ
る
。
地
方
自
治
法
一
五
一
条
の
二
は
、
職
務
執
行
命
令
訴
訟
を
提
起
す
る
資
格
を
「
主
務
大
臣
」
に
与
え
て
い
る
が
、
同
訴
訟
が
、
国
の
事
務
を
処
理
す
る
と
は
い
え
公
選
に
よ
る
地
方
公
共
団
体
の
長
と
し
て
固
有
の
判
断
権
を
有
す
る
市
町
村
長
な
い
し
は
都
道
府
県
知
事
に
対
して、主務大臣から裁判所に一定の作為・不作為の命令を求め、裁判所の命令の不遵守に対しては、主務大臣がこれ
ら
長
に
代
わ
っ
て
対
外
的
な
権
限
を
行
使
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
す
れ
ば
、
主
務
大
臣
は
法
律
上
特
定
さ
れ
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
いことは明らかであり、主務大臣を窓意的に解釈することは許されず、また、主務大臣を誤った訴訟の提起が、原告
適桁を欠く不適法なものであることはいうまでもない。妓高裁判決はこの点で法令の根拠を明示することなく、ごく
暖昧な論理により内閣総理大臣の原告適格を認めたものである。椛限の所在を特定するためには、あくまでも法令に
よって判断することが必要であり、本件では、特別措置法と土地収用法の関係が検討されるべきであった。
今回の事件は、職務執行命令訴訟としては、戦後二番目のものであり、きわめてまれな事例である。しかも、最初
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（４） 
の
砂
川
事
件
は
知
事
が
町
長
に
対
し
て
提
起
し
た
３
Ｄ
の
で
あ
り
、
本
件
の
よ
う
な
主
務
大
臣
を
め
ぐ
る
論
点
は
扱
わ
れ
る
こ
と
が
な
か
っ
た
。
他
方
、
国
が
地
方
公
共
団
体
の
機
関
委
任
事
務
の
処
理
に
お
い
て
相
手
方
と
し
て
登
場
す
る
と
き
、
両
者
の
争
訟
上
の
関
係
に
は
理
（５） 
論上なお４℃不明確な部分が存在する。職務執行命令訴訟が戦後ほとんど提起されることがなかったのは、裁判以外の
解
決
方
法
が
政
府
に
よ
っ
て
好
ま
れ
、
ま
た
実
効
が
あ
が
っ
た
と
い
う
事
情
が
あ
る
と
思
わ
れ
る
が
、
同
時
に
、
職
務
執
行
命
令
訴
訟
の
原
告
適
格
を
含
め
解
決
す
べ
き
論
点
が
あ
る
と
も
い
え
そ
う
で
あ
る
。
特
異
な
論
点
と
も
み
え
る
が
、
国
と
地
方
の
関
係
と
と
も
に
国
の
内
部
の
行
政
機
関
間
関
係
に
か
か
わ
る
事
例
と
し
て
と
り
あ
げ
て
み
よ
う
と
思
う
。
な
お
、
す
で
に
触
れ
た
と
お
り
知
事
の
署
名
等
代
行
の
事
務
が
機
関
委
任
事
務
と
い
え
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
も
大
い
に
疑
問
が
あ
る
。
た
だ
、
主
務
大
臣
は
機
関
委
任
事
務
に
つ
い
て
の
み
存
在
し
う
る
の
で
は
な
く
、
自
治
事
務
に
つ
い
て
も
ま
た
主
務
大
臣
の
観
念
を
い
れ
る
こ
と
が
で
き
る
。
そ
こ
で
、
本
稿
で
は
、
署
名
等
代
行
が
機
関
委
任
事
務
で
あ
る
か
ど
う
か
は
措
き
、
と
り
あ
え
ず
右
事
務
に
つ
い
て
の
主
務
大
臣
を
検
討
す
る
こ
と
を
通
じ
て
、
か
り
に
知
事
の
署
名
等
代
行
の
事
務
が
機
関
委
任
事
務
で
あ
る
と
し
て
、
職
務
執
行
命
令
訴
訟
に
お
け
る
内
閣
総
理
大
臣
の
原
告
適
格
を
検
討
す
る
。
地方自治法では、一五一条のこのほか、機関委任事務に関する指揮監督を定めた一五○条、事務の違法不当処理に
職
務
執
行
命
令
訴
訟
と
主
務
大
臣
（
浜
川
）
｜’ 
二
主
務
大
臣
の
意
義
１
主
務
大
臣
と
主
任
の
大
臣
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対
す
る
内
閣
総
皿
大
腿
の
是
正
描
悩
要
求
を
定
め
た
二
四
六
条
の
二
な
ど
に
お
い
て
、
「
主
務
大
臓
」
の
椛
限
が
言
及
さ
れ
て
い
る
。
一般に、法律において「主務大原」の語は、事務・椛限の分配の蒋体として川いられるのが通例である。たとえば、
外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
管
理
法
四
八
条
は
輸
出
の
許
可
権
限
を
通
商
産
業
大
臣
に
授
権
し
て
い
る
が
、
同
法
九
条
は
緊
急
時
の
取
引
の
停
止
椛
限
を
「
主
務
大
厄
」
に
与
え
て
い
る
。
そ
し
て
、
同
法
六
九
条
の
三
に
よ
り
主
務
大
臣
は
別
に
政
令
で
定
め
る
と
し
、
こ
れ
に
雌
づ
く
外
川
為
替
及
び
外
川
貿
易
杵
皿
法
に
お
け
る
主
務
大
胞
を
定
め
る
政
令
が
、
九
条
の
椛
限
に
つ
い
て
、
通
商
産
業
人
阻
と
入
滅
大
臣
の
川
で
一
定
の
分
配
を
定
め
て
い
る
。
そ
の
ほ
か
、
地
域
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
仇
討
総
力
開
発
那
銑
悉
碓
進
臨
時
梢
佃
法
（
平
成
一
法
六
○
）
は
、
各
菰
の
事
務
・
権
限
を
「
主
務
大
臣
」
に
授
椛
し
た
う
え
、
一
六
条
で
主
務
大
臣
が
対
唾
柔
諏
朶
に
よ
っ
て
通
産
大
臣
と
労
働
大
臣
い
ず
れ
か
に
な
る
べ
き
旨
を
定
め
て
い
る
。
た
だ
、
法
律
の
な
か
に
は
、
こ
の
よ
う
な
主
務
大
臣
に
関
す
る
明
文
の
規
定
を
欠
く
も
の
が
少
な
く
な
く
、
地
方
自
治
法
も
同
様
で
あ
る
。
事
務
・
権
限
の
主
体
が
明
確
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
は
、
国
民
に
対
す
る
法
的
責
任
か
ら
も
、
ま
た
、
行
政
組
織
内
部
の
権
限
分
配
の
見
地
か
ら
も
当
然
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
法
律
が
明
示
の
規
定
を
欠
く
と
し
て
も
、
当
該
法
律
に
お
い
て
耶
務
・
椛
限
の
主
体
と
な
る
主
務
大
原
は
そ
れ
ぞ
れ
特
定
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
は
ず
で
あ
る
。
この場合、主務大匝と近接する「主征の大厄」の語が細鯨郷状上に川いられていることが考倣されてよい。主伍の人
匝とは、国家｛、政組織法五条で、「総理府及び各省の長は、それぞれ内閣総皿大腿及び各街大阪（以下各大胆と総称す
る
。
）
と
し
、
内
閣
法
に
い
う
主
任
の
大
臣
と
し
て
、
そ
れ
ぞ
れ
行
政
事
務
を
分
担
管
理
す
る
」
も
の
と
さ
れ
、
内
閣
法
三
条
一
項
の
「
各
大
匝
は
、
別
に
法
律
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
主
任
の
大
臣
と
し
て
、
行
政
事
務
を
分
担
管
理
す
る
」
と
さ
れ
る
主
任
の
大
厄
と
何
識
で
あ
る
。
さ
ら
に
旧
家
行
政
組
聯
祁
法
二
条
は
主
任
の
大
臣
に
法
律
・
政
令
案
提
案
権
を
与
え
て
い
る
が
、
慰
法
七
四
条
に
い
う
法
律・政令に軒名する「主任の川務大厄」もこれと同義と解される。
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地方自治法においても、個別の法律が主務大臣について明文の規定を欠くときは、組織法上の「主任の大臣」の観
念により、これを特定することが予定されているといえる。すなわち、同法二四六条の二第四項は、主務大臣につい
て「当該事務を担任する主務大臣」との文言を用いているが、これは国家行政組織法五条等にいう「行政事務の分担
管理」と同趣旨といえる。また、国家行政組織法一五条は、地方公共団体の長のなす国の機関委任事務に関して、地
方自治法一五○条に基づく指揮監督および同法一五一条の二に基づく職務執行命令訴訟の提起を、明示的に「主任の
大臣」の権限としている。したがって、地方自治法一五一条の二でいう主務大臣も、個別の法律に明示的規定がある
場合のほかは、当該事務を担任（分担管理・所掌）する大臣として、国家行政組織法五条、内閣法三条および憲法七
四条にいう主任の（国務）大臣をいうものと解される。
地
方
自
治
法
一
五
○
条
お
よ
び
一
五
一
条
の
二
、
あ
る
い
は
二
四
六
条
の
二
な
ど
に
い
う
主
務
大
臣
を
特
定
す
る
こ
と
は
、
国
の
事
務
について特定する場合とは異なり、それほど容易ではない。というのも、主務大臣またはその下にある国の行政機関
が事務・権限を行使する国の事務の場合、法令は、当然、事務・権限の主体となる主務大臣またはその他の行政機関
を特定することになる。これに対して、地方公共団体の事務や機関委任事務の場合には、地方公共団体またはその機
関に対して具体的な事務・権限の分配があることは当然として、法令によって国に何らかの具体的事務・権限が分配
されるとは限らない。そのため、授権されるべき地方公共団体の種類やその執行機関は明示されても、法令の条文に
おいて、主務大臣ないしは主任の大臣を明示する必要性に乏しいといえる。
職
務
趣
汀
命
令
訴
訟
と
主
務
大
臣
辰
川
）
一一一一
２
地
方
自
治
法
一
五
一
条
の
二
と
主
務
大
臣
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た
と
え
ば
、
旅
館
業
法
に
基
づ
く
営
業
許
可
等
の
権
限
が
都
道
府
県
知
事
ま
た
は
保
健
所
設
置
市
の
市
長
に
与
え
ら
れ
て
い
る
が
、
同
法
上
、
国
の
機
関
に
は
具
体
的
な
権
限
は
ほ
と
ん
ど
な
く
、
た
だ
、
右
の
市
長
が
し
た
処
分
に
つ
い
て
の
再
審
査
請
求
の
審
査
庁
が
厚
生
大
臣
と
さ
れ
て
い
る
に
す
ぎ
な
い
。
公
衆
浴
場
法
も
同
様
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
事
例
の
場
合
に
は
、
再
審
査
請
求
に
対
す
る
審
査
権
限
を
監
督
上
の
権
限
と
み
て
厚
生
大
臣
を
主
務
大
臣
と
み
な
す
こ
と
が
で
き
る
と
し
て
も
、
再
審
査
》
靖
求
の
対
象
と
さ
れ
て
い
る
処
分
以
外
の
知
事
・
市
長
の
事
務
・
権
限
に
つ
い
て
は
、
厚
生
大
臣
に
何
ら
か
の
監
督
権
限
が
明
示
的
に
与
え
ら
れ
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
監
督
権
限
に
着
目
す
る
か
ぎ
り
、
一
部
の
事
務
に
つ
い
て
明
示
的
に
認
め
ら
れ
て
い
る
監
督
権
限
を
手
が
か
り
に
し
て
、
他
の
事
務
に
つ
い
て
も
厚
生
大
臣
を
主
務
大
臣
と
す
る
ほ
か
な
い
こ
と
に
な
る
。
法
律
中
に
一
定
の
具
体
的
事
務
・
権
限
に
つ
い
て
国
の
機
関
が
言
及
さ
れ
て
い
て
も
、
国
の
当
該
機
関
を
所
管
す
る
大
臣
が
主
務
大
臣
と
解
し
得
な
い
場
合
も
少
な
く
な
い
。
ま
ず
、
地
方
公
共
団
体
の
機
関
の
権
限
行
使
の
相
手
方
と
し
て
国
の
機
関
が
登
場
す
る
場
合
で
あ
る
。
一
般
に
、
建
物
を
建
て
る
に
つ
い
て
は
、
建
築
基
準
法
に
よ
り
都
道
府
県
ま
た
は
市
の
建
築
主
事
に
よ
る
建
築
確
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
同
法
一
七
条
）
が
、
建
築
主
体
が
国
で
あ
る
場
合
に
は
、
建
築
確
認
に
代
え
て
、
国
の
機
関
か
ら
提
出
さ
れ
た
建
築
計
画
の
通
知
を
受
け
て
こ
れ
を
審
査
し
、
審
査
の
結
果
を
報
告
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
（
一
八
条
）
。
こ
の
場
合
、
建
築
基
準
法
は
建
築
主
体
た
る
国
の
機
関
と
審
査
機
関
で
あ
る
建
築
主
事
と
の
関
係
を
行
政
内
部
関
係
と
し
て
扱
っ
て
は
い
る
が
、
建
築
の
主
体
で
あ
る
国
の
機
関
は
建
築
審
査
と
い
う
行
政
権
限
の
行
使
の
相
手
方
で
あ
る
に
す
ぎ
ず
、
建
築
主
体
た
る
機
関
の
属
す
る
府
省
の
長
た
る
大
臣
が
建
築
主
事
の
事
務
に
つ
い
て
主
務
大
臣
と
な
る
わ
け
で
は
な
い
。
ま
た
、
温
泉
法
は
、
知
事
に
対
し
て
掘
さ
く
の
許
可
、
浴
用
・
飲
用
提
供
の
許
可
、
立
入
調
査
等
の
権
限
を
与
え
、
国
の
機
関
と
し
て
は
、
工
業
利
用
目
的
の
温
泉
掘
さ
く
に
関
す
る
知
事
の
許
可
や
制
限
命
令
に
つ
い
て
、
通商産業局長との事前の協議を定めている（同法三条三項、九条二項）が、ここでは、通商産業局長は、単に協議の相
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このように、地方公共団体の事務や機関委任事務について主務大臣を特定するうえでは、まず、知事等の事務につ
い
て
大
臣
に
監
督
権
限
が
与
え
ら
れ
て
い
る
場
合
に
は
、
そ
れ
が
有
力
な
判
断
基
準
に
な
る
。
し
か
し
、
国
の
大
臣
に
具
体
的
な
事
務
・
権限が法令上授権されていない場合も多く、このような場合には、事務・権限の主体としての主務大臣としてではな
く、当該事務を担任する国の主任の大臣という観点から、主務大臣を特定せざるを得ない。そして、憲法七四条が主
任
の
国
務
大
臣
に
よ
る
法
律
・
政
令
へ
の
署
名
を
定
め
、
ま
た
、
国
家
行
政
組
織
法
二
条
が
主
任
の
大
臣
に
法
律
・
政
令
案
提
案
権
を
認
め
て
い
る
こ
と
か
ら
す
れ
ば
、
主
任
の
大
臣
の
特
定
は
、
当
該
事
務
・
権
限
の
根
拠
法
律
の
施
行
を
所
管
す
る
大
臣
と
い
う
観
点
か
ら
（６） 
されることになる。さらに、国家行政組織法一二条一項が「各大臣は、主任の行政事務について、法律若しくは政令
を施行するため、又は法律若しくは政令の特別の委任に基づいて、それぞれ機関の命令（総理府令又は省令）を発す
る
こ
と
が
で
き
る
」
と
定
め
て
い
る
こ
と
か
ら
、
当
該
事
務
に
関
わ
る
法
律
の
施
行
を
所
掌
す
る
主
任
の
大
臣
を
特
定
す
る
う
え
で
、
識
学上にいう執行命令ないしは委任命令の制定権の所在が手がかりになる。
制
度
（
同
法
【
こ
と
に
な
ろ
う
。
このように、
手方にすぎない。そして、知事の許可等については総理府令（環境庁の設置にともなう昭和四六年改正までは厚生省
令であった）で定める基準による（同法三条一項、八条一項）ほか、動力装置の許可については環境庁長官の事前承認
制
度
（
同
法
一
○
条
）
が
あ
る
と
こ
ろ
か
ら
す
れ
ば
、
法
令
の
所
管
お
よ
び
監
督
権
限
と
い
う
点
か
ら
し
て
、
所
管
省
は
総
理
府
と
い
う
職務執行命令訴訟と主務大臣（浜川）
一
五
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本
件
に
お
い
て
、
知
事
の
権
限
に
属
す
る
署
名
等
代
行
の
事
務
は
、
特
別
措
置
法
に
よ
る
強
制
使
用
・
収
用
の
一
手
続
と
さ
れ
て
い
る
も
の
の
、
も
と
も
と
は
土
地
収
用
法
に
基
づ
く
も
の
で
あ
る
。
こ
の
二
つ
の
法
律
の
主
任
の
大
臣
に
つ
い
て
み
る
と
、
ま
ず
、
特
別
措
置
法
を
所
管
す
る
主
任
の
大
臣
は
、
全
大
臣
が
署
名
し
て
い
る
た
め
法
律
署
名
大
臣
か
ら
特
定
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
が
、
同
法
の
各
規
定
か
ら
、
国
に
お
い
て
事
務
・
権
限
を
有
す
る
も
の
が
内
閣
総
理
大
臣
お
よ
び
そ
れ
に
属
す
る
川
の
機
閃
で
あ
り
、
ま
た
、
施
行
規
則
が
総
理
府
令
に
よ
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
内
閣
総
皿
大
匝
で
あ
る
と
い
え
る
。
他
方
、
土
地
収
川
法
に
つ
い
て
は
、
法
律
署
名
大
阻
が
こ
れ
ま
た
全
大
臣
で
あ
る
が
、
同
法
施
行
令
糾
名
大
臣
は
雌
設
大
臣
お
よ
び
大
蔵
大
胆
で
あ
る
こ
と
、
同
法
施
行
規
則
は
建
設
省
令
で
あ
る
こ
と
、
ま
た
、
同
法
上
の
事
務
・
椛
限
を
有
す
る
囚
の
機
関
が
建
設
大
阻
で
あ
る
こ
と
な
ど
か
ら
、
主
征
の
人
匝
が
建
設
大
腿
で
あ
る
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
る
。
署
名
等
代
行
の
耶
務
に
か
か
わ
る
二
つ
の
法
律
の
主
価
の
大
臣
が
こ
の
よ
う
に
異
な
っ
て
い
る
た
め
、
知
事
の
署
名
等
代
（７） 
行の事務に関する主務大臣を、特別措置法と土地収用法のいずれを所管する大臣とみるかが問題となるのである。そ
こ
で
、
特
別
措
置
法
と
土
地
収
用
法
の
関
係
に
つ
い
て
、
と
く
に
、
そ
れ
ぞ
れ
を
所
管
す
る
大
臣
の
権
限
の
範
囲
を
念
頭
に
置
き
な
が
ら
検討する。
特別借間法は、駐留砿の用に供する土地等の強制的な使用・収用について一三箇条にわたって特別の定めを置くほ
三
特
別
措
置
法
と
土
地
収
用
法
の
関
係
ｌ
特
別
措
置
法
の
概
略
法
学
志
林
第
九
十
四
巻
第
一
号
一一ハ
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か
、
一
四
条
で
、
一
部
の
規
定
を
除
外
し
た
う
え
土
地
収
川
法
を
通
川
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
同
法
が
定
め
る
独
ｎ
の
規
定
と
土
地
収
川
法
と
の
関
係
は
、
お
お
よ
そ
つ
ぎ
の
と
お
り
で
あ
る
。
ァ
駐
留
軍
の
用
に
供
す
る
た
め
土
地
等
を
必
要
と
す
る
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
土
地
等
を
駐
留
軍
の
川
に
供
す
る
こ
と
が
適
正
且
つ
合理的であると認められるときは、特別措置法に基づき使用・収用することができるとしたこと（三条）。
強制使用・収用の根拠条項であり、このため土地収用法一条（目的）、二条（土地の収用または使用）、三条（収
川・使川の対象事業）、五条（椛利の収川・使川）、六条（立木・建物等の収川・使用）、七条（土石・砂れきの収川）
お
よ
び
八
条
一
項
（
定
義
）
が
適
川
除
外
さ
れ
て
い
る
（
適
川除外の根拠規定は特別描侭法一四条。以下同じ。）。
ィ使川・収川の認定は、土地収川法上の起業者とみなされる防衛施設局長（一四条）が提出した書類によって、
内
閣
総
理
大
臣
が
行
い
、
認
定
が
あ
っ
た
と
き
は
内
閣
総
理
大
臣
が
同
局
長
に
通
知
す
る
と
と
も
に
告
示
し
、
同
局
長
は
こ
れ
を
公
告
し
図面等を公衆の縦覧に供するとしたことなど（四条ないし八条）。
建
設
大
臣
に
代
っ
て
内
閣
総
理
大
臣
が
認
定
権
限
を
有
す
る
と
と
も
に
、
図
面
等
の
縦
覧
も
市
町
村
長
で
は
な
く
起
業
者
と
い
え
る
防
衛施設局長に行わせることとしている点に特徴がある。認定手続に特例を設けたことについて、土地収川法の認定手
続
は
「
大
変
混
み
入
っ
て
お
り
ま
し
て
又
暇
も
非
常
に
か
か
る
」
、
そ
れ
で
は
「
駐
岡
耶
の
緊
急
な
川
に
応
ず
る
た
め
に
適
当
で
あ
る
と
（８） 
は認められませんので、その点を簡素化」したものと説明されていた。この結果、土地収用法第一一一章第一節「事業の
認定」については、補償等の周知のための通知に関する二八条の二、土地の保全に関する二八条の一一一および事業認定
の失効に関する二九条のほかは、適用が除外される。また、同法三章二節の「手続の留保」は、すべて適用が除外さ
（９） 
れている。
職
務
執
行
命
令
訴
訟
と
主
務
大
腿
（
浜
川
）
一
・七
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要するに、土地収用法に対する特例は、対象事業に関する部分を除けば、防衛施設局長を起業者とみなすこと、認
定権者が建設大臣ではなく内閣総理大臣とされること、そのほか使用強制が中心であるため建物の収用請求や返還に
か
か
わ
る
特
別
の
制
度
を
設
け
た
こ
と
、
な
ど
で
あ
る
と
い
え
る
。
以
上
の
特
別
の
定
め
の
ほ
か
は
、
土
地
収
川
法
が
適
川
さ
れ
る
。
本
件
の
知
事
の
署
名
等
代
行
の
権
限
も
同
法
三
六
条
五
項
に
蛙
づ
く
も
の
で
あ
り
、
特
別
措
置
法
に
よ
っ
て
適
川
除
外
と
さ
れ
て
い
な
い
土
地
収
川
法
上
の
市
町
村
長
ま
た
は
知
事
の
そ
の
他
の
椛
限
と
し
て
、
障害物の伐採・試捌等の市町村長または知事の許可（同法一四条）、手続開始の知事の告示（三川条の三）、図面の縦覧
について知事の送付と市町村長の縦覧提供（三四条の四）、裁決巾諦譜の送付・縦覧（川二条）、哉決巾諦の公告（四五
韮
、
明
渡
裁
決
巾
請
書
の
送
付
・
縦
覧
（
四
七
条
の
四
）
な
ど
が
あ
る
。
ま
た
、
裁
決
の
申
請
、
補
償
金
の
支
払
請
求
、
裁
決
、
収
川
・
使用の効果、協議などについても、特別措置法は別段の特例を設けていないため、いずれも土地収川法がそのまま適
設けたものといえる。
エ
土
地
等
の
返
還
を
原
状
回
復
な
し
で
す
る
こ
と
が
で
き
、
ま
た
、
そ
の
結
果
、
椛
利
者
等
に
利
得
が
生
じ
る
場
合
に
は
そ
の
納
付
を命ずることができ（一一条）、これに対して権利者は異議を申し出ることができるとし（一二条）、また、土地等の返
還一般について引渡調書の作成を定めたこと（一三条）。
や
は
り
、
駐
留
軍
へ
の
土
地
等
の
提
供
が
収
用
で
は
な
く
強
制
使
用
に
よ
る
こ
と
が
一
般
的
で
あ
る
た
め
、
特
別
の
定
め
を
設
け
た
も
やはり、蜂
のといえる。 法
学
志
林
第
九
十
四
巻
第
一
号
一八
ウ
建
物
の
使
川
に
つ
い
て
所
有
者
か
ら
の
収
用
の
請
求
を
認
め
た
こ
と
（
九
条
）
。
特別措悩法は、収川よりむしろ強制使川を予定して制定されたといわれるところであり、そのために独自の制度を
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梢
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の
地
位
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法
学
志
体
節
九
十
四
巻
第
一
号
二○
と
し
、
こ
れ
ら
の
事
務
・
椛
限
を
さ
ら
に
防
衛
施
設
庁
の
事
務
・
椛
限
と
し
て
い
る
（
同
法
四
二
条
、
四
三
条
）
こ
と
を
援
川
し
て
い
た
。
た
し
か
に
、
主
務
大
臣
の
判
断
の
一
つ
の
方
法
と
し
て
設
置
法
の
規
定
に
よ
る
こ
と
が
あ
り
う
る
が
、
右
に
述
べ
た
、
内
閣
総
理
大
臣
の
主
務
大
臣
と
し
て
の
二
つ
の
意
味
か
ら
す
れ
ば
、
こ
れ
ら
の
設
置
法
の
規
定
を
も
っ
て
、
防
衛
施
設
庁
が
特
別
措
置
法
の
施
行
一
般
を
所
掌
す
る
も
の
と
い
え
る
か
ど
う
か
に
は
疑
義
が
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
防
衛
施
設
庁
の
出
先
機
関
で
あ
る
防
衛
施
設
局
長
は
、
特
別
措
置
法
に
よ
り
土
地
収
川
法
に
い
う
起
業
者
と
し
て
の
地
位
に
立
つ
の
で
あ
り
、
起
業
者
と
し
て
行
う
事
務
に
関
し
て
何
局
な
い
し
は
何
斤
が
所
管
す
る
こ
と
は
法
律
上
当
然
と
し
て
も
、
同
局
な
い
し
は
同
庁
が
、
同
法
に
よ
り
内
閣
総
理
大
臣
が
行
う
べ
き
使
用
・
収
用
の
認
定
を
も
補
助
機
関
と
し
て
所
管
す
る
と
い
え
る
か
に
は
疑
問
がある。とくに、防衛庁設置法五条二五号の「駐認軍の使用に供する施設および区域の決定、取得及び提供」の文言
は
、
駐
留
軍
の
た
め
に
起
業
者
と
し
て
の
立
場
に
お
い
て
行
う
事
務
を
い
っ
て
い
る
の
で
あ
っ
て
、
使
用
・
収
用
認
定
等
の
内
閣
総
理
大
臣
の
権
限
に
属
す
る
事
務
ま
で
含
ま
な
い
と
す
る
の
が
妥
当
で
あ
ろ
う
。
実
際
、
特
別
措
置
法
以
前
の
昭
和
二
四
年
に
制
定
さ
れ
た
特
別
調
逮
庁
（
防
術
施
設
庁
の
前
身
で
あ
る
）
設
置
法
三
条
一
号
が
、
す
で
に
「
迎
合
国
の
需
要
す
る
建
造
物
及
び
設
備
の
樹
縛
並
び
に
物
及
び
役
務
の
調
達
」
を
そ
の
任
務
と
し
て
い
た
。
そ
の
ほ
か
、
組
織
に
関
す
る
命
令
を
み
て
も
、
防
衛
庁
組
織
令
二
二
八
条
一
号
は
、
「
自
衛
隊
の
施
設
及
び
駐
研
軍
の
使
用
に
供
す
る
施
設
及
び
区
域
の
取
得
並
び
に
こ
れ
に
伴
う
必
要
な
措
置
に
関
す
る
こ
と
」
を
防
衛
施
設
庁
の
内
部
部
局
で
あ
る
施
設
部
施
設
取
得
第
一
課
の
事
務
と
す
る
に
と
ど
ま
る
。
こ
れ
も
明
示
的
に
特
別
措
置
法
に
触
れ
て
い
な
い
が
、
同
法
に
言
及
す
る
も
の
と
し
て
は
、
唯
一
、
防
衛施設局組織規則（昭和三七年総理府令五九号）一四条が、「第十条第二号に掲げる事務で日本国とアメリカ合衆国との
間
の
相
互
協
力
及
び
安
全
保
障
条
約
第
六
条
に
於
づ
く
施
設
及
び
区
域
並
び
に
ｕ
本
国
に
お
け
る
合
衆
国
耶
隊
の
地
位
に
関
す
る
協
定
の
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本
件
一
審
で
の
原
告
主
狼
の
よ
う
に
、
署
名
等
代
行
の
事
務
に
川
し
て
内
閣
総
理
人
匝
を
主
務
大
胆
と
す
る
論
拠
と
し
て
防
衛
庁
設
慨
法
五
条
二
五
号
、
六
条
一
四
号
、
四
二
条
お
よ
び
四
三
条
を
援
川
す
る
こ
と
は
二
雨
の
論
理
の
飛
跳
と
い
え
る
。
す
な
わ
ち
、
特
別
描
樋
法
お
よ
び
土
地
収
川
法
に
い
う
起
業
者
で
あ
る
に
す
ぎ
な
い
防
衛
施
設
局
長
お
よ
び
こ
れ
を
所
符
す
る
防
衛
施
設
庁
の
地
位
を
特
別
措
慨
法
一
般
の
施
行
機
関
と
し
た
う
え
、
さ
ら
に
土
地
等
の
「
取
得
」
を
「
使
用
・
収
用
」
一
般
と
解
し
て
特
別
措
置
法
に
基
づ
き
適
用
さ
れ
る土地収用法の施行一般を所蝋する地位を導こうとするものである。
て判Ｍ'’か允初法１１１実内断イハかこ起めへ及施
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職
務
執
行
命
令
訴
訟
と
主
務
大
臣
（
浜
川
）
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起
業
者
と
し
て
の
地
位
へ
の
着
目
は
最
高
裁
判
決
に
も
み
る
こ
と
が
で
き
る
。
同
判
決
は
、
署
名
等
代
行
の
事
務
が
「
防
衛
施
設
局
長
が
行
う
土
地
等
の
使
川
又
は
収
用
の
事
務
の
円
滑
な
遂
行
」
に
か
か
わ
る
こ
と
を
理
由
の
一
つ
と
し
な
が
ら
、
そ
の
所
管
が
建
設
省
に
な
いとしている。国が起業者である場合、起業者の「事務」を所符する省庁やその事務・事業の目的によって、土地収
用
の
手
続
に
関
与
す
る
行
政
機
関
の
事
務
・
権
限
に
関
す
る
主
務
大
臣
が
変
更
さ
れ
う
る
か
の
よ
う
で
あ
る
。
と
く
に
、
最
高
裁
判
決
が
、
土地収用法が「収用又は使用の事務を起業者の事務とした上で」、一連の行政的関与を「公益事業の円滑な遂行と私
有
財
産
権
の
保
障
と
の
調
粧
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
起
業
者
が
行
う
事
業
の
遂
行
を
規
制
す
る
」
た
め
に
介
在
さ
せ
た
も
の
と
と
ら
え
た
こ
と
は
、
響
名
等
代
行
事
務
を
含
む
行
政
的
関
与
を
「
起
業
者
の
事
務
」
と
側
述
づ
け
、
こ
れ
に
吸
収
さ
れ
る
耐
が
あ
る
こ
と
を
指
摘
し
よ
う
と
し
た
も
の
と
み
れ
る
の
で
あ
る
。
民
間
事
業
者
も
あ
り
う
る
起
業
者
に
つ
い
て
「
事
務
」
を
語
る
こ
と
は
奇
妙
で
あ
る
が
、
「
本
来
、
国
が
有
す
る
も
の
で
あ
る
」
土
地
の
収
用
ま
た
は
使
用
の
事
務
が
、
土
地
収
用
法
に
よ
っ
て
「
起
業
者
の
事
務
」
と
さ
れ
た
と
（、）
して、「起業者の事務」があたかも行政事務に準じるかのようにみせる。そのうえで、「防衛施設局長が行う土地等の
便川又は収川の事務の円滑な遂行と私有財藤椛の保障との調縦を図るための事務」にあたるとされる鶚名等代行事務
は
、
部
分
的
に
「
土
地
等
の
使
用
又
は
収
用
の
事
務
」
す
な
わ
ち
防
衛
施
設
局
長
の
事
務
と
し
て
の
側
面
を
否
定
で
き
ず
、
こ
こ
か
ら
建
設
省
単
独
で
所
管
し
得
な
い
と
判
断
し
た
か
の
よ
う
に
み
え
る
。
し
か
し
、
土
地
収
川
法
に
お
い
て
、
起
業
者
で
あ
る
国
が
雅
本
的
に
私
人
と
し
て
扱
わ
れ
る
こ
と
は
学
説
・
実
務
が
一
致
し
て
認
め
て
き
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
土
地
収
用
に
お
い
て
起
業
者
は
私
人
、
公
共
団
体
ま
た
は
国
で
あ
り
う
る
が
、
「
こ
の
三
者
の
法
律
３
土
地
収
用
法
に
お
け
る
起
業
者
の
地
位
法
学
志
林
第
九
十
四
巻
第
一
号
二
二
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上
の
地
位
は
、
事
業
準
備
の
た
め
の
立
入
…
等
の
場
合
を
除
き
、
全
く
同
一
に
取
り
扱
わ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
国
が
土
地
を
収
用
す
る
た
め
に
は
、
土
地
収
用
法
三
条
に
掲
げ
る
事
業
主
体
…
で
あ
る
こ
と
を
要
す
る
が
、
そ
の
地
位
は
、
私
人
又
は
公
共
団
体
が
そ
の
事
業
主
体
（、）
である場ムロの地位と同一である」と指摘されている。また、国が起業者である事業について建設大臣が事業認定を拒
否する場合、国は取消訴訟をもって争うこととされているが、それは、「建設大臣は公権力を行使する地位に立ち、
起業者たる国は一般私人と同じ立場において用地取得と事業遂行をするのであって、各々その地位を異にするからで
（胆）
あ
る
」
と
説
明
さ
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
土
地
収
用
法
が
、
国
を
事
業
主
体
と
す
る
場
合
で
あ
っ
て
も
私
人
と
基
本
的
に
同
様
に
扱
っ
て
い
る
こ
と
は
、
た
と
え
ば
、
建
築
確
認
に
つ
い
て
国
が
建
築
主
で
あ
る
場
合
に
は
内
部
関
係
と
し
て
処
理
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
の
と
は
異
な
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
も
と
も
と
公
共
的
な
目
的
の
た
め
に
土
地
等
の
使
用
・
収
用
を
行
う
も
の
で
あ
り
、
そ
の
主
体
と
し
て
国
や
公
共
団
体
が
予
定
さ
れ
て
い
る
こ
と
、
お
よ
び
、
土
地
所
有
権
等
に
対
す
る
重
大
な
制
限
で
あ
る
た
め
と
く
に
慎
重
な
手
続
を
採
用
す
る
必
要
が
あ
っ
た
こ
と
が
そ
の
理
由であろう。とすると、土地収用法では、起業者が国であっても、また、どのような事業目的であろうと、事業認定
から裁決に至る手続に関わる国等の機関は、起業者としての国の立場からは区別された立場で公正にその権限を行使
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
え
よ
う
。
特
別
措
置
法
に
お
い
て
は
、
総
理
府
所
管
の
出
先
機
関
の
長
で
あ
る
防
衛
施
設
局
長
を
起
業
者
と
し
て
い
る
た
め
、
使
用
・
収
用
の
必
要
性
そ
の
も
の
に
関
す
る
最
終
的
な
決
定
権
が
起
業
者
を
所
管
す
る
内
閣
総
理
大
臣
に
あ
る
と
い
え
るが、使用・収用認定機関としての内閣総理大臣は、これとは別に土地等の所有権や地域の事情を考慮して使用・収
用
の
適
正
さ
と
合
理
性
を
公
正
に
判
断
す
べ
き
立
場
に
あ
り
、
起
業
者
と
し
て
の
立
場
と
一
体
な
も
の
と
し
て
理
解
す
べ
き
で
は
な
い
。
こ
の
よ
う
に
起
業
者
と
し
て
の
立
場
と
認
定
権
者
と
し
て
の
立
場
を
区
別
す
べ
き
こ
と
は
、
特
別
措
置
法
に
お
い
て
も
土
地
収
用
法
に
お
職
務
執
行
命
令
訴
訟
と
主
務
大
臣
（
浜
川
）
一一一一一
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股
高
裁
判
決
は
、
署
名
等
代
行
の
事
務
に
つ
い
て
、
「
建
設
省
の
所
掌
事
務
と
さ
れ
て
い
る
『
土
地
の
使
川
及
び
収
川
に
側
す
る
事
務
」
（
雌
設
省
設
慨
法
三
条
三
七
号
）
に
含
ま
れ
る
も
の
と
解
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
」
と
し
た
が
、
そ
の
論
拠
と
し
て
、
特
別
措
侭
法
に
雌
づ
く
「
土
地
等
の
使
用
又
は
収
川
の
認
定
の
権
限
が
彼
上
告
人
に
あ
る
も
の
と
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
併
せ
考
え
」
て
の
こ
と
と
し
て
い
る
。
そ
の
趣
旨
は
明
確
と
は
言
い
が
た
い
が
、
使
用
・
収
用
認
定
権
限
の
所
在
に
よ
っ
て
特
別
措
置
法
に
よ
り
適
用
さ
れ
る
土
地
収
川
法
の
施
（川）
行全休に側する主務大原を確定しているとい》える。いわば、特別拾侭法による土地収川法吸収説である。
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土る収法に
ニヒ地こ１１１とダリ通
地収と法の＊常
収川なをｌＨ１さ、
１１１法〈改係れ特
ill1iiii;簾!#令しる１１１法とＩｌｉ－
訂「たこを三い業般毯特と定条えの法淵M1＃糊：捌献ｊＭｊｉ爵lr1
扉<胤累譜ミサ！Ｕ鉱がｌここしをべ
業す代れかｌｌｊき
〃〈でえをし１１１対
がにる力Ⅱ、.象
あみとえ北収に
るらとる１ｍ）１１つ
・れもの等すい
鉱九にがのるて
瀧。Ｗｍｌドギ徽
はｌこで．あを
、蒜あ収ろ設
採二「る川かけ
’1１１のもをらる
蝉簡：塞二；
が脱、と兇で
－定何すすあ
定をらるるり
：＃１１;班と僻
へ、Ｉｌｉが土ＢｌｌＩｚＩ 
にそｌｉｌｉ新地｝|『
－，のにた収置
他他よに川法
人のり磯〃くは
の手｜両１Ｍ〉と、
ニヒ統法すは土
二地等三る－ｊｍｌｆをに条と般収
収つをき法１１１
川い改、と法
でて正土特三
きはす地】１１条
こ
う
し
た
吸
収
説
の
是
非
に
関
し
て
は
、
特
別
措
微
法
が
あ
く
ま
で
も
土
地
収
川
法
を
一
般
法
と
す
る
特
別
法
で
あ
る
こ
と
が
あ
ら
た
め
て
考
噸
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
特
別
描
側
法
が
土
地
収
川
法
に
対
し
て
特
別
法
の
地
位
に
あ
る
こ
と
は
、
立
法
時
の
刷
会
辮
識
に
お
い
て
も
、
ま
た
、
法
祁
解
説
等
に
お
い
て
も
、
繰
り
返
し
確
認
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
本
法
制
定
時
の
あ
る
解
説
は
、
「
原
川
と
し
て
土
地
収
川
法
の
規
定
に
よ
っ
て
駐
倒
耶
の
川
に
供
す
る
土
地
建
物
等
を
使
川
、
収
川
す
る
こ
と
と
し
、
例
外
的
に
特
殊
の
耶
情
に
（旧）
よ
っ
て
こ
の
原
則
に
よ
り
が
た
い
点
に
つ
い
て
だ
け
そ
の
特
例
を
認
め
る
こ
と
と
し
て
い
る
」
と
し
て
い
た
。
こ
こ
で
い
う
「
例
外
的
に
特
殊
の
邪
例
に
よ
っ
て
」
土
地
収
川
法
に
よ
り
が
た
い
点
と
は
、
図
会
で
拠
案
皿
川
を
説
明
し
た
政
府
委
ｕ
に
よ
れ
ば
、
第
一
に
、
土
地
収
川
法
に
お
い
て
は
収
川
を
主
と
し
、
使
川
を
従
と
し
て
い
る
が
、
特
別
概
慨
法
で
は
「
駐
冊
耶
の
存
在
が
臨
時
的
、
一
時
的
な
も
の
で
あ
る
と
の
前
提
の
も
と
に
、
使
川
を
主
と
し
、
収
川
を
従
と
す
る
建
前
を
」
と
っ
た
こ
と
、
第
二
に
、
他
の
特
別
法
に
な
ら
っ
て
、
土
地
等
の
使
用
・
収
用
の
認
定
手
続
に
つ
い
て
特
例
を
定
め
た
こ
と
、
第
三
に
、
駐
留
軍
の
引
き
上
げ
に
伴
っ
て
生
じ
る
返
還
に
つ
い
て
の
定
〈応）
めを設けたこ‐とであった。
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こ
の
よ
う
に
特
別
概
慨
法
が
土
地
収
川
法
の
特
別
法
に
す
ぎ
な
い
も
の
で
あ
る
と
す
る
と
、
一
般
法
と
特
別
法
の
そ
れ
ぞ
れ
の
飛
征
の
大
原
が
異
な
る
場
合
、
ご
く
常
識
的
に
は
、
特
別
法
の
適
用
が
認
め
ら
れ
る
事
案
に
関
し
て
も
、
一
般
法
に
定
め
る
事
務
・
権
限
に
つ
い
て
は
、
特
別
法
に
明
示
的
な
規
定
が
あ
る
と
き
や
そ
の
趣
旨
が
読
み
と
れ
る
と
き
を
除
い
て
、
主
任
の
大
臣
が
変
更
さ
れ
る
こ
と
は
な
い
と
考
え
ら
れ
る
。
本
件
で
い
え
ば
、
仙
川
・
収
川
の
認
定
椛
限
等
に
つ
い
て
特
別
法
に
別
段
の
定
め
が
あ
る
と
し
て
も
、
そ
の
ま
ま
適
川
さ
れ
る
一
般
法
た
る
土
地
収
川
法
に
雌
づ
く
そ
の
他
の
事
務
・
椛
限
は
、
土
地
収
川
法
に
定
め
る
と
お
り
に
そ
れ
ぞ
れ
の
行
政
磯
側
に
よ
っ
て
行
使
さ
れ
る
の
で
あ
っ
て
、
こ
の
場
合
、
こ
れ
ら
の
行
政
機
閃
の
事
務
・
椛
限
の
所
梼
が
仙
川
・
収
川
認
定
の
権
限
を
有
す
る
機
関
と
の
関
わ
り
に
お
い
て
変
更
さ
れ
る
と
は
考
え
に
く
い
の
で
あ
る
。
最
高
裁
判
決
は
、
使
用
・
収
用
の
認
定
権
限
を
と
く
に
重
視
し
て
い
る
よ
う
で
あ
る
が
、
土
地
収
用
制
度
に
お
い
て
、
使
用
・
収
用
認
定
の
権
限
は
、
最
高
裁
判
決
も
い
う
よ
う
に
「
私
有
財
産
権
の
保
障
と
の
調
粧
を
図
り
っ
っ
、
右
事
務
を
円
滑
に
行
わ
せ
る
た
め
に
、
段
階
的
に
処
設
大
臣
を
初
め
と
す
る
同
法
所
定
の
行
政
機
側
の
権
限
に
風
す
る
行
政
処
分
を
介
在
さ
せ
」
ら
れ
た
巾
で
の
一
つ
の
手
統
に
す
ぎない。各行政機関の事務は、それぞれの「段階」に応じて、ときには公拙を優先し、ときには私有財産樅の保誕を
法
学
志
林
第
九
十
Ｗ
巻
節
一
場
一一一ハ
る」（一○及条）としたうえ、鉱韮悲砿者に対する通商睡業局及による使川・収川の許可を土地収川法にいう蜥班〈の認定
と
み
な
し
て
、
土
地
収
川
法
を
通
川
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
（
同
法
一
○
七
条
）
。
こ
の
仕
組
み
に
つ
い
て
は
、
「
従
来
の
鉱
業
法
で
は
、
土
地
の
使
用
は
、
す
べ
て
鉱
業
法
自
体
で
規
定
し
て
い
た
が
、
今
回
は
土
地
の
収
用
も
加
わ
り
、
且
つ
、
補
償
金
等
の
決
定
等
に
つ
い
て
（Ⅳ） 
は
、
特
に
他
と
特
別
の
取
扱
を
す
る
必
要
も
な
い
の
で
、
原
則
と
し
て
一
般
法
に
よ
る
こ
と
と
な
っ
た
」
と
説
明
さ
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
土
地
収
川
法
と
は
別
の
法
制
度
と
し
て
あ
っ
た
使
川
・
収
川
手
続
が
、
土
地
収
川
法
を
一
般
法
と
す
る
特
別
法
に
よ
る
制
皮
に
変
更
さ
れ
（旧）
た例とい》える。
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離す戒の異がるの諭
れれ決栽なつも手視
、ばと決るての続す
ｌｉＭＭ義Ｈ唾ｉＹ鮒
の川のは機）|}なりど
迎へ委位変関．い、異
111型員個更が収゜相な
【含洲洲liif2
-蛾がてる公らと機
致決与いＰｌｉ１Ｋこそ能
しのえな務性そのを
な平らい・に住私｝１１
Ⅶ：力iii！催、そ
でつと公をる身産い
あいこ益行判近をる
るてろ１１う断な特・
・もで的もをTlｊ定鶉
１両１あとの行’１１Ｊす名
艀；耀隆iii
とわ産べ便節をの
がれ｜iiiき）１１－’二ｌ事
いるとで．次的務
えよのあ収的とは
るう調る川にし、
こに狼。認配、使
と署とい定分使１１１
に名いうのさ川・
な等うま取れ・収
る代点で務、収川
が行でもとっ)１１の
、のはな一いの対
そ事、〈体で’二ｌ象れ折将特的知的と
はが名MIIに事でな
特、等Ｈｆ解にある
Ｍｌｌ処代ＩＦ（す授るニヒ
術設行法るＷｌｉ公地
ｉｆ（省のにこさ益等
法の』}；よとれ’二Ｉの
の所務つはた的適
定管はて妥とに正
めに１Ｋも当いはな
：Ｗ４収でえ-画把粁ば測艀獺I；
しい会1Ｊくしかた
くとの会、たわめ
特
別
描
慨
法
に
雄
づ
く
場
合
で
あ
っ
て
も
、
同
法
に
別
段
の
規
定
が
な
く
そ
の
ま
ま
適
川
さ
れ
る
土
地
収
川
法
に
よ
る
事
務
・
椛
限
に
つ
い
て
は
、
そ
の
主
務
大
臣
に
変
更
の
な
い
こ
と
は
、
施
行
令
等
の
行
政
立
法
の
内
容
や
行
政
実
務
上
の
取
扱
い
か
ら
も
わ
か
る
。
特
別
描
殻
法
一
四
条
二
班
は
、
「
土
地
収
川
法
の
適
川
に
関
し
必
要
な
技
術
的
事
項
は
、
政
令
で
定
め
る
」
と
し
て
い
る
が
、
こ
れ
を
職扮執行命令訴訟と主術大臣（浜川）
二七
四
法
の
巡
川
に
み
る
主
務
大
臣
の
分
配
ｌ
特
別
措
置
法
施
行
令
四
条
に
よ
る
読
み
替
え
規
定
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受
け
た
同
炊
施
行
令
川
条
は
、
特
別
拙
侃
法
に
雄
づ
く
場
へ
ロ
で
も
、
法
の
川
一
不
的
・
黙
示
的
な
定
め
が
あ
る
ほ
か
は
、
主
任
の
人
胞
に
変
更
が
な
い
こ
と
を
示
し
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
特
別
描
捌
法
一
四
条
に
い
う
「
土
地
収
川
法
の
適
川
に
側
す
る
技
術
的
事
項
」
と
し
て
土
地
収
川
法
の
適
川
の
際
の
読
み
替
え
表
を
定
め
た
特
別
措
傲
法
施
行
令
四
条
は
、
土
地
収
川
法
一
三
一
条
二
項
の
「
建
設
人
臓
は
、
事
業
の
認
定
又
は
収
川
委
貝
会
の
裁
決
に
つ
い
て
の
異
議
巾
立
て
又
は
審
査
諭
求
が
あ
っ
た
場
合
に
お
い
て
、
那
業
の
認
定
又
は
奴
決
に
至
る
ま
で
の
手
続
そ
の
他
の
行
為
に
関
し
て
述
法
が
あ
っ
て
も
、
そ
れ
が
幡
微
な
も
の
で
あ
っ
て
耶
業
の
認
定
又
は
奴
決
に
彫
聯
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
が
な
い
と
認
め
る
と
き
は
、
決
定
又
は
奴
決
を
も
っ
て
当
該
異
論
巾
立
て
又
は
奴
決
を
粟
川
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
」
と
の
定
め
に
お
け
る
「
建
設
大
臣
」
を
「
内
閣
総
理
大
臣
又
は
建
設
大
臣
」
と
読
み
替
え
て
い
る
。
こ
れ
は
、
一
力
で
、
土
地
収
川
法
一
二
九
条
の
「
収
用
委
員
会
の
裁
決
に
不
服
が
あ
る
者
は
建
設
大
臣
に
対
し
て
審
査
請
求
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
」
と
の
規
定
に
つ
い
て
は
、
特
別
描
置
法
に
よ
っ
て
特
例
が
設
け
ら
れ
て
お
ら
ず
収
用
委
員
会
の
裁
決
に
対
す
る
審
査
請
求
は
土
地
収
用
法
一
般
の
手
続
ど
お
り
建
設
大
臣
に
行
う
べ
き
こ
と
と
な
っ
て
お
り
、
他
方
で
、
特
別
摘
椴
法
に
よ
り
使
川
・
収
川
の
認
定
権
限
が
土
地
収
川
法
上
の
建
設
大
臣
ま
た
は
知
事
か
ら
内
閣
総
皿
大
胆
に
変
災
さ
れ
、
認
定
に
対
す
る
不
服
叩
立
て
は
内
側
総
則
大
臣
へ
の
兇
拳
蛎
叩
立
て
と
な
る
た
め
、
土
地
収
川
法
一
三
一
条
二
項
の
「
処
没
入
服
」
を
「
内
閣
総
皿
大
腿
又
は
処
設
人
価
」
と
挑
み
替
え
る
必
要
が
あ
っ
た
こ
と
に
よ
っ
て
い
る
。
収
刈
姿
瓜
会
の
成
決
に
対
し
て
瀞
在
庁
の
地
位
に
立
つ
の
が
処
投
大
脳
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
奴
決
の
事
務
に
つ
い
て
処
殺
人
眼
が
主
務
大
脳
と
な
る
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
ろ
う
。
も
ち
ろ
ん
、
こ
の
栽
決
の
事
務
が
機
関
委
任
事
務
で
あ
る
か
ど
う
か
は
と
も
か
く
と
し
て
、
地
力
側
治
法
一
血
一
条
の
二
は
知
事
に
対
し
て
の
み
職
務
執
行
命
令
訴
訟
を
提
起
で
き
る
と
し
て
い
る
た
め
委
員
会
の
事
務
は
同
条
に
該
当
せ
ず
、
建
設
大
肛
は
職
務
執
行
命
令
訴
訟
の
原
併
に
は
な
り
え
な
い
が
、
内
側
法
三
条
お
よ
び
凶
家
行
政
組
織
法
爪
条
に
い
う
主
柾
の
人
（別）
価
で
あ
る
と
い
え
る
。
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つぎに、特別階慨法と土地収川法の各施行機関を、命令制定樅の所在から検討してみよう。すでに触れたが、特別
措置法に基づく委任命令には、同法施行令（昭和二七年政令一門九号全大腿鴇名）と同法施行規則（昭和二七年総理府令三
○号）がある。同法施行令が定めている珈項は、経過梢脱辨に側するものを除けば、仙川認定巾諦桝または収川認定
巾諦書の添付諜類（同令一条）、土地等の調書・図面の縦覧方法（一条の二）、原状回復しないままの返還にともなう利
得の納付皿川の内容と延納巾諦碑の紀峨事項（二条）、利得の納付報にかかる典識巾川桝の紀帆耶項等（三条）、土地
収川法の適川に関する技術的事項（四条）などである。同法施行規則では、使川認定巾請書または収川認定巾請書の
搬式（同規則一条）、使川・収川認定評に添付すべき土地等の調秤の微式（二条）、延納許可巾諭什の槻式（三条）、原状
職務魁汀命令訴訟と主務大臣（浜川）
二九
特別措置法施行令四条は、あくまで「技術的事項」について定めるものであり、解釈上当然に導かれるべき事柄を
確認するものにすぎないのであって、法休上の事務・椛限分配を変更するものではない。すなわち、特別摘慨法によ
って設けられた特例によって処設大臣と内閣総理大雁との椛限の分配に変更が生じることはあっても、そうした特例
がないかぎりは、土地収川法にかかる主務人価は変更されないままであるといえる。
なお、土地収川法一三一条二項についての読み替え規定は一二九条で建設大匝への辮査諭求が定められているため
であり、こうした述設人匝の権限が明示的に定められていない場合には、主務大阪はすべて内閣総則大臣となるとの
理解もありうるであろうが、それは、一般法と特別法の関係についての雅本的な理解を欠く予断に蛾づくものという
ほかない。２法
律
の
施
行
権
限
と
命
令
制
定
権
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回復しないままの返還にかかる異議巾Ｉ出齊の様式（四条）、引波調書の様式（五条）、一時使川にともなう脳失補仙に
側する裁決巾論評の様式（六条）などについて定めている。
これに対して、土地収用法に関する命令として、土地収用法施行令（昭和二六年政令三四二号大蔵・建設大臣署名）お
よび土地収川法施行規則（昭和二六年建設省令三三号）がある。
ま
ず
土
地
収
川
法
施
行
令
の
内
容
は
、
特
別
措
置
法
と
同
法
施
行
令
・
施
行
規
則
の
各
条
項
が
特
別
の
定
め
を
し
て
い
る
も
の
お
よ
び
一
四
条
に
よ
り
適
川
が
除
外
さ
れ
た
土
地
収
川
法
の
条
項
に
か
か
わ
る
も
の
を
除
け
ば
、
お
お
よ
そ
つ
ぎ
の
と
お
り
で
あ
る
。
あ
っ
せ
ん
手続（一条ないし一条の七）、裁決手続開始決定の通知（一条の九）、川波裁決巾立ての通知（一条の一○）、補悩金額の修
正率の算定・端数処理の方法（一条の一二、一条の一三）、差し押さえがある場合の通知（一条の一四）、差抑え物件に関
す
る
配
当
機
関
へ
の
補
倣
金
の
払
波
し
二
条
の
一
五
）
、
補
倣
金
等
の
受
傾
の
効
果
（
一
条
の
一
六
）
、
伏
権
額
の
確
認
４
〃
法
（
一
条
の
一
七
）
、
起
業
者
に
不
服
が
あ
る
場
合
の
補
償
金
等
の
扱
い
（
一
条
の
一
八
）
、
差
押
え
物
件
に
か
か
る
補
償
金
等
の
扱
い
（
一
条
の
一
九
、
一
条の二○）、艸航の送述、通知等（二条ないし六条）などである。
同
様
に
、
特
別
措
個
法
に
雑
づ
く
場
合
で
も
適
用
さ
れ
る
と
解
さ
れ
る
土
地
収
用
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
六
年
建
設
省
令
三
三
号
）
の
各
規
定
の
概
略
は
つ
ぎ
の
と
お
り
で
あ
る
。
他
人
の
土
地
へ
の
立
人
、
土
地
物
件
調
査
、
障
害
物
の
伐
除
・
試
川
、
収
川
委
員
会
に
よ
る
調
査等の際に携帯すべき証票の様式（土地収用法施行規則一条、一八条）、補償等についての周知措置の方法（一三条）と
内容（一三条の二）、法三七条による土地・物件調書の様式（一四条、一五条）、収用・使川の裁決申請の手続（一五条の
二）、同裁決巾諦墾、および添付灘猫（の棟式等（一六条ないし一七条の二）、工事を完了しない場合の土地所有者等の孤保
の取得および拙失補倣の義務の免責に側する手続（二一条、二二条）、捌失補倣裁決巾諭脊の械式（二三条）、補依金等
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払渡通知書の様式（二三条の二）、損失補償裁決に不服ある場合の自己の見積り金額の通知の手続（二三条の三）、協議
の確認申請書の様式（二四条）などである。
本件で問題となる署名等代行に関していえば、特別措慨法に城づく場合でも、署名すべき土地調書および物件調書
は土地収用法施行規則の定める様式に従い作成される必要があるのである。
結局、特別措侭法によって定められた特例については内閣総理大臣の所管の下で政令が制定され、また自ら総理府
令を制定しているが、同法により適用される一般法たる土地収用法の施行に関しては、建設大臣の所管により制定さ
れ
た
政
令
お
よ
び
建
設
省
令
が
な
お
も
適
川
さ
れ
る
。
そ
し
て
、
建
設
省
令
の
下
で
内
側
総
理
大
臣
が
事
務
を
執
行
す
る
こ
と
は
、
行
政
権限の行使の相手方（本件では起業者）としてはありうるが、同じ行政権限の主体としての大臣が他の大臣の制定し
た命令の下で法律を施行するということはほとんど考えられない。このような命令の制定状況からすれば、特別法た
る
特
別
措
置
法
に
よ
る
特
例
部
分
の
み
は
内
閣
総
理
大
臣
の
所
管
に
属
す
る
と
し
て
も
、
一
般
法
た
る
土
地
収
用
法
の
施
行
に
関
し
て
は
建設大臣がなおも主任の大臣であると解されるのである。
法
律
を
施
行
す
る
権
限
を
有
す
る
行
政
機
関
は
、
一
般
に
当
該
法
律
に
つ
い
て
、
行
政
内
部
に
お
い
て
は
有
権
的
解
釈
権
を
有
す
る
と
されている。施行権限をもたない他の行政機関が行政内部において解釈権を有するのは、内閣法制局のみである。特
別措置法に基づき適用される土地収用法による手続に関する若干の行政実例は、解釈権という面からも、特別措置法
に基づく場合でも土地収用法の施行については建設省が所管していることを示している。
職務執灯命令訴訟と主務大臣（浜川）
一一一一
３
法
律
の
施
行
権
限
と
解
釈
権
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まず、昭和一一一○年一○月二八日処設計形第九五号（山形県知事あて計画同回及回容）は、特別描侭法に雄づき仙台調
述
励
及
が
進
め
て
い
た
仙
川
手
続
に
お
い
て
、
山
形
肌
知
事
が
脂
足
し
た
吏
員
に
よ
る
「
立
会
並
び
に
将
名
等
に
つ
い
て
疑
義
が
あ
り
こ
の
ま
ま
将
名
を
な
し
て
は
矢
当
の
そ
し
り
を
受
け
将
来
紛
争
の
川
柳
根
を
残
す
懸
念
」
が
あ
る
と
し
て
、
知
事
が
照
会
し
た
の
に
対
し
て
、
「
一
、
土
地
収
川
法
第
三
十
六
条
第
五
項
の
立
会
人
は
法
律
上
何
条
節
二
項
の
土
地
所
有
者
お
よ
び
関
係
人
の
代
理
人
で
な
い
も
の
と
解
す
る
。
二
、
土
地
収
川
法
第
三
十
六
条
第
兀
項
に
よ
っ
て
脂
名
さ
れ
た
立
会
人
は
土
地
調
丼
お
よ
び
物
件
洲
桝
の
紀
帆
事
項
が
典
火
で
あ
る
こ
と
を
証
す
る
た
め
に
署
名
押
印
す
る
も
の
で
は
な
い
。
こ
れ
ら
の
調
書
が
測
量
、
調
査
そ
の
他
の
資
料
等
に
基
づ
い
て
作
成
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す
れ
ば
署
名
押
印
す
べ
き
も
の
と
解
す
る
。
」
と
し
て
い
る
。
こ
れ
は
、
本
件
と
事
案
を
ほ
ぼ
同
じ
く
す
る
事
例
に
つ
い
て
、
山
形
県
知
事
と
建
設
省
の
双
刀
が
、
特
別
措
置
法
に
荘
づ
く
強
制
使
用
で
あ
っ
て
も
、
土
地
収
川
法
三
六
条
に
関
す
る
有
権
的
解
釈
権
は
建
設
省
に
あ
る
と
認
識
し
て
い
た
こ
と
を
示
す
も
の
と
い
え
る
。
ま
た
、
昭
和
三
一
年
一
○
月
二
六
Ｈ
巡
設
調
節
三
号
（
調
達
庁
次
長
あ
て
計
阿
局
長
皿
蒋
）
は
、
や
は
り
特
別
柵
佃
法
に
雌
づ
く
事
業
で
、
土
地
収
川
法
三
七
条
に
い
う
土
地
調
書
の
記
載
・
添
付
資
料
と
し
て
必
要
と
さ
れ
て
い
る
実
測
平
面
図
に
代
え
て
公
図
の
写
し
で
足
り
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
、
調
達
一
町
次
長
が
照
会
し
た
の
に
対
し
て
、
公
図
の
写
し
を
そ
の
ま
ま
添
付
し
た
土
地
調
啓
や
公
飾
而
枇
を
そ
の
ま
ま
記
帆
し
た
土
地
調
譜
は
適
法
と
い
え
ず
適
法
な
栽
決
の
巾
諭
は
で
き
な
い
と
の
回
稗
を
、
述
設
省
計
画
局
艮
名
で
し
て
い
る
。
こ
こ
で
は
、
本
件
と
は
蛎
案
を
異
に
す
る
も
の
の
、
特
別
桃
撤
法
に
特
例
池
の
定
め
が
な
く
適
川
さ
れ
る
土
地
収
川
法
の
条
項
と
い
う
点
で
は
Ⅲ
級
で
あ
る
と
い
え
、
か
か
る
平
案
に
つ
い
て
、
洲
述
庁
（
現
在
の
防
衛
叫
郷
設
庁
に
当
た
る
）
は
、
自
ら
処
設
行
の
解
釈
を
典
諭
し
て
い
るのであり、特例”部分以外の土地収用法の坐処汀に関する建設省の権限を自認していたといえる。
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以
上
に
み
た
よ
う
に
、
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
軍
隊
の
用
に
供
す
る
土
地
等
の
使
用
・
収
用
に
際
し
て
、
特
別
措
置
法
一
四
条
に
よ
り
適
用
される土地収川法三六条五項に雌づく知事の将名等代行の事務に側する主務大臣は建設大臣であって内閣総皿大阪で
は
な
く
、
し
た
が
っ
て
、
か
り
に
磐
名
等
代
行
の
事
務
が
機
関
委
征
事
務
で
あ
り
職
務
執
行
命
令
訴
訟
が
許
さ
れ
る
と
し
て
、
主
務
大
臣
と
し
て
奴
判
を
腿
起
し
う
る
の
は
処
投
大
原
で
あ
り
、
内
閣
総
皿
人
胞
に
は
原
告
適
桁
が
な
い
と
い
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
本
件
で
、
国
側
が
内
閣
総
理
大
臣
を
安
易
に
原
告
と
し
た
背
最
と
し
て
、
特
別
措
置
法
に
雌
づ
く
土
地
等
の
使
川
・
収
用
に
つ
い
て
は
日米安全保障条約の下での日米間の外交関係が前提にあるという事情を指摘することができる。一般の土地収川手続
では事業認定を申請してこれを得てから事業が着手されるのが通例であるのに対して、特別描置法が予定する駐留軍
川
地
の
使
川
・
収
川
の
場
合
に
は
、
あ
ら
か
じ
め
日
米
合
同
委
貝
会
に
お
い
て
計
画
が
決
定
さ
れ
、
こ
れ
を
受
け
て
防
衛
施
設
庁
が
随
意
契約による取得をめざし、これができないとき内閣総皿大厄に認定を巾論することになる。防衛施設庁（局）は認定
の
前
か
ら
日
米
合
同
委
員
会
の
決
定
に
蛾
づ
き
行
動
を
開
始
し
て
い
る
の
で
あ
り
、
そ
の
後
の
認
定
巾
諭
や
土
地
収
川
委
口
会
へ
の
裁
決
申
請
に
あ
た
っ
て
も
、
行
政
椛
限
の
適
正
な
行
使
を
求
め
る
と
い
う
よ
り
、
す
で
に
存
在
す
る
決
定
を
正
当
化
し
強
制
す
る
た
め
の
手
続
という錯覚に陥りやすい。そして、国内的な行政決定より外交交渉による決定に重きを置くことにもなりかねない。
実
際
、
特
別
措
慨
法
制
定
時
の
国
会
に
お
け
る
政
府
委
貝
の
説
明
に
よ
れ
ば
、
「
元
来
が
合
同
委
貝
会
を
通
じ
ま
し
て
、
両
国
政
府
の
決
定
し
た
も
の
は
一
応
そ
の
と
お
り
決
定
し
た
わ
け
で
ご
ざ
い
ま
す
が
、
更
に
こ
う
い
っ
た
慎
敢
な
手
続
を
経
ま
し
て
、
関
係
行
政
機
関
の
職
務
拠
汀
命
令
野
訟
と
主
務
人
胞
（
浜
川
）
一一一一一一
お
わ
り
に
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法
学
志
林
第
九
十
四
巻
第
一
号
三
四
》風見でありますとか、関係人の意見をとかいうものを参酌いたしまして、総理大臣が慎重に手続をやって認定をする
と
い
う
ふ
う
に
し
た
」
と
さ
れ
な
が
ら
も
、
内
閣
総
理
大
臣
が
異
な
っ
た
判
断
を
認
定
時
に
し
た
場
合
に
は
、
あ
ら
た
め
て
日
米
合
同
委
（狸）
員
会
を
開
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
が
指
摘
さ
れ
て
い
た
。
こ
う
し
た
外
交
的
な
い
し
は
軍
事
的
な
正
当
性
を
背
景
と
し
て
行
動
す
る
防
衛
施
設
庁
（
局
）
が
、
起
業
者
、
認
定
権
者
、
そ
し
て
地
方
公
共
団
体
の
監
督
権
者
と
し
て
自
ら
を
過
信
し
、
本
件
で
職
務
執
行
命
令
訴
訟
を
提
起
し
う
る
主
務
大
厄
を
誤
信
す
る
に
至
っ
た
の
は
自
然
の
成
り
行
き
と
も
い
え
る
。
し
か
し
、
特
別
措
置
法
は
日
米
間
の
合
意
を
実
施
す
る
た
め
に
特
別
な
手
続
を
定
め
た
も
の
と
い
え
て
も
、
そ
れ
は
あ
く
ま
で
も
法
律
の
定
め
る
か
ぎ
り
に
お
い
て
正
当
化
さ
れ
る
に
す
ぎ
な
い
。
特
別
措
置
法
に
基
づ
き
認
定
等
蒋
干
の
権
限
を
有
す
る
に
す
ぎ
な
い
内
閣
総
理
大
臣
を
土
地
収
用
法
上
の
事
務
・
権
限
に
つ
い
て
ま
で
主
務
大
臣
と
認
め
る
こ
と
は
、
土
地
収
用
法
に
雄
づ
く
住
民
の
縦
利
保
識
の
た
め
の
手
続
に
お
い
て
、
安
全
保
障
や
外
交
関
係
の
名
の
下
に
安
易
な
処
理
が
持
ち
込
ま
れ
る
お
そ
れ
が
多
分
に
あ
る
。
ま
た
、
か
り
に
磐
名
等
代
行
の
事
務
が
機
関
委
任
事
務
で
あ
る
と
し
て
、
本
件
職
務
執
行
命
令
訴
訟
に
お
い
て
第
一
に
瀞
皿
さ
れ
る
べ
き
こ
と
は
、
土
地
収
用
法
三
六
条
五
項
に
定
め
る
署
名
等
代
行
の
要
件
が
満
た
さ
れ
て
い
る
か
ど
う
か
で
あ
る
。
主
務
大
臣
に
は
、
利
害
が
対
立
す
る
起
業
者
と
樋
判
者
と
の
間
に
あ
っ
て
、
訴
訟
の
提
起
を
含
め
て
行
政
機
関
と
し
て
の
公
正
な
判
断
が
要
求
さ
れ
る
の
で
あ
り
、
こ
の
点
に
つ
い
て
適
切
に
判
断
し
う
る
の
は
と
り
あ
え
ず
建
設
大
臣
で
あ
ろ
う
。
こ
れ
に
対
し
て
、
内
閣
総
理
大
臣
が
右
訴
訟
を
提
起
す
る
と
き
、
認
定
権
者
で
あ
る
と
は
い
え
、
そ
の
下
に
は
起
業
者
と
し
て
の
事
務
を
も
っ
ぱ
ら
所
管
す
る
防
衛
施
設
庁
（
局
）
以
外
に
適
切
な
補
助
部
局
は
な
い
の
で
あ
っ
て
、
地
方
公
共
川
体
の
機
関
に
よ
る
事
務
執
行
に
対
す
る
適
法
性
の
統
制
と
し
て
の
職
務
執
行
命
令
訴
訟
の
本
：
釆
の
役
割
は
ほ
と
ん
ど
期
待
し
え
な
い
。
実
際
、
本
件
に
お
い
て
、
防
衛
施
設
庁
は
も
っ
ぱ
ら
起
業
者
と
し
て
県
知
事
に
対
し
迅
速
な
処
理
を
要
求
す
る
に
と
ど
ま
り
、
内
閣
総
理
大
臣
に
よ
る
職
務
執
行
命
令
訴
訟
の
提
起
は
、
地
力
自
治
法
一
五
一
条
の
二
第
一
項
に
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ひ
る
が
え
っ
て
、
妓
高
裁
判
所
大
法
廷
は
原
告
適
絡
を
有
す
べ
き
主
務
大
腿
に
つ
い
て
明
確
な
論
拠
を
示
す
こ
と
な
く
こ
れ
を
内
閣
総
理
大
臣
と
し
た
。
法
論
理
な
し
の
政
府
へ
の
追
随
は
、
繰
り
返
し
統
治
行
為
論
や
政
治
的
裁
量
論
を
採
用
し
て
立
法
や
行
政
の
合
憲
性
統
制
を
回
避
し
て
き
た
肢
高
裁
が
、
本
件
で
は
政
治
的
判
断
を
回
避
す
る
の
で
は
な
く
、
む
し
ろ
あ
か
ら
さ
ま
に
政
治
的
な
考
慮
を
優
先
さ
せ
、
何
ら
の
政
治
的
な
判
断
を
要
し
な
い
は
ず
の
法
の
解
釈
と
適
用
を
政
府
に
お
も
ね
て
歪
曲
し
た
も
の
と
い
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
れ
は
、
主
務
大
臣
論
に
と
ど
ま
ら
な
い
の
で
あ
っ
て
、
米
軍
基
地
の
沖
純
県
へ
の
配
備
の
必
要
性
に
多
く
を
割
き
沖
純
県
民
の
苦
悩
に
つ
い
て
は
ほ
と
ん
ど
述
べ
る
と
こ
ろ
が
な
い
こ
と
に
も
示
さ
れ
て
い
る
。
国
民
と
り
わ
け
沖
純
県
民
の
司
法
へ
の
信
頼
を
向
ら
失
わ
せ
た
のもむくなるかなと思われるところである。
職務執行命令訴訟は、肢高裁自身によれば、「行政機櫛内部における」「対立の調雅手段」にすぎず、其の利害関係
（羽）
者
で
あ
る
土
地
等
の
権
利
者
を
こ
の
訴
訟
手
続
か
ら
排
除
す
る
こ
と
も
当
然
で
あ
る
と
さ
れ
て
い
る
。
だ
と
す
れ
ば
、
最
高
裁
判
所
が
、
本
件
に
つ
い
て
あ
え
て
大
法
廷
で
裁
判
を
し
た
理
由
は
知
る
川
も
な
い
が
、
大
法
廷
判
決
で
あ
る
と
は
い
え
、
本
件
肢
高
裁
判
決
は
ご
く
限定された意義しか有し得ないと思われる。それは主務大臣論についても同様であり、権利者らの提起する使用認定
や権利取得裁決の収消訴訟において、あらためて正当に争われるべきことになろう。
も
の
で
あ
る
。
よ
っ
て
訴
訟
提
起
の
要
件
と
さ
れ
て
い
る
事
前
に
つ
く
す
べ
き
措
潰
を
何
ら
と
る
こ
と
な
く
い
き
な
り
行
わ
れ
た
も
の
と
み
る
こ
と
が
で
き
る
。
内
閣
総
理
大
臣
に
よ
る
今
回
の
職
務
執
行
命
令
訴
訟
の
提
起
は
、
日
米
間
の
合
意
を
絶
対
の
も
の
と
し
て
関
係
権
利
者
に
強
制
し
よ
う
と
す
る
あ
ま
り
、
法
の
定
め
る
椛
限
分
配
を
考
慮
す
る
こ
と
な
く
、
ま
た
、
法
の
定
め
る
要
件
と
適
正
な
手
続
を
欠
い
て
行
わ
れ
た
職
務
執
行
命
令
訴
訟
と
主
務
大
臣
（
浜
川
）
三
五
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迫
記私が法政大学法学部に就職して以来すでに二○年余が経ち、その間、もっとも密接に研究活動を共にさせていただいた「同僚」
は
、
労
働
法
と
行
政
法
と
い
う
こ
と
で
専
門
を
異
に
す
る
も
の
の
、
故
青
木
宗
山
教
授
で
あ
る
。
多
く
は
大
学
外
で
あ
る
が
、
ご
一
緒
し
た
研
究
活
動
と
し
て
地
方
公
務
員
法
の
検
討
は
永
年
に
わ
た
り
、
最
近
で
は
先
生
の
下
で
編
成
さ
れ
た
行
政
改
革
に
つ
い
て
の
研
究
チ
ー
ム
に
参
加
し
て
い
た
。
私
の
現
代
日
本
法
研
究
の
虫
凪
に
お
け
る
環
境
は
先
生
に
よ
っ
て
与
え
ら
れ
た
と
い
っ
て
も
過
言
で
は
な
い
。
本
稿
は
、
先
生
と
の
共
同
作
業
の
テ
ー
マ
に
は
ほ
ど
速
い
も
の
で
あ
る
が
、
同
じ
く
日
本
の
平
和
を
願
う
も
の
と
し
て
先
生
を
追
悼
す
る
本
号
に
掲
載
さ
せ
て
い
た
だ
い
た
。
突
然
の
ご
逝
去
を
惜
し
み
、
心
か
ら
哀
悼
の
意
を
表
す
る
も
の
で
あ
る
。
（１）判例時報一五六三号二六頁。
（
２
）
川
訴
要
件
の
第
一
の
論
点
（
署
名
代
行
事
務
等
の
機
関
委
任
事
務
該
当
性
）
に
つ
い
て
は
、
白
藤
博
行
「
沖
縄
県
職
務
執
行
命
令
訴
訟
と
機
関
委
任
事
務
」
ジ
ュ
リ
ス
ト
一
○
八
七
号
一
○
四
頁
以
下
、
お
よ
び
芝
池
義
一
「
沖
繩
叺
知
馴
に
よ
る
米
耶
跳
地
強
制
仙
川
の
代
肌
對
名
の
拒
否
と
職
務
執
行
命
令
訴
訟」ジュリスト一○九○号七三頁以下が、自治事務説を採川している。
（３）高裁判決については、芝池・前掲論文が全般的に検討しているが、主務大臣論については触れていない。
（４）岐二小判昭三五・六・一七民災一四巻八号一四二○頁。
（
５
）
た
と
え
ば
、
防
衛
施
設
庁
が
建
設
し
た
自
衛
隊
施
設
の
設
計
図
等
に
つ
い
て
那
馴
市
長
が
公
開
を
決
定
し
た
の
に
対
し
国
が
こ
れ
を
不
服
と
し
て
収
消
訴
訟を提起した事件で、裁判所（那覇地判平七・三・二八判例時報一五四七号二一一頁）は、国の原告適格を否定して訴えを却下したが、
脚
の
大
腿
に
よ
る
職
務
執
行
命
令
訴
訟
の
可
能
性
に
触
れ
、
原
告
を
当
然
に
建
設
大
臣
と
し
て
い
る
が
、
そ
の
場
合
、
建
築
行
政
を
所
歳
す
る
処
設
大
臣
が
建
築主である国の利益（防衛目的等）を代表し・つるかがさらに問題となろう。この点および国の原告適絡について、参照、浜川「那珊市
防
衛
施
設
庁
情
報
公
開
事
件
と
国
の
原
告
適
絡
」
法
律
時
報
六
七
巻
九
号
七
三
頁
以
下
。
法
学
志
林
第
九
十
四
巻
第
一
号
一一一一ハ
Hosei University Repository
（旧）のみならず、本件で、地力、治法一五一条の二邦一項に船づいてなされた内側総理大胆名による勧告には、「総肺亡および「ｃＦ
Ｑ」の二つの略諮を川いた文抑迅釘筋が付されているが、Ⅸ川するところによれば、前折は防御睡囎鼓庁を、後行は同庁鱗鑓踊螂蝉設取符節
一課を脂す。そうだとすれば、起業者としての立場に立つ機関が、柵肋機関としてではあれ、認定はもちろん地力公共団体に対する術
抑
雛
粁
さ
え
も
担
当
し
て
い
る
こ
と
に
な
る
の
で
あ
る
。
（Ｍ）吸収説については、特別機禰』法三条が「この法休の定めるところにより、これを使川し、又は収川することができる」としている
職務濁庭灯命令訴訟と主務大臣（浜川）
三
七
〆■、
１２ 
、－グ
（皿）田中・雄川編戸汀政法演習」（改訂版、一九七五年、有斐閣。豊水道祐執筆）五七頁○なお、柳瀬・前掲書一七○頁は、国が事業
の主体である場合であっても、「現実に収川を行うためには事業の認定・裁決・不服申立又は訴訟の手続をとることを要する」とした
うえ、「観念上の矛耐を生ずる如くであるが、併しそれは機関の川に樅限の分立があることから来る当然の結果」であるとする。
（８）節一三Ｎ会参議院処設委員会会議録二六号（昭和二七年例月二一Ⅱ）一画。
（９）土地収川法では起業背は法人桁を灯するものにかぎり、囚についても行政機関が起業打とされることばない。この点で、特別階枇
法が防衛施設局長を起業者としたのは奇異であるが、行政機関を起業者とする迎川に影響されたとも考えられる。参照、小浮遊一『逐
条解説土地収川法・上』（改訂版、一九九五年、ぎようせい）三一七瓦。
（川）判決が収川を「起業者の事務」というときには収川樅の主体Ⅱ起業者説に立つものといえるが、他方で、収川の耶務は「本来」囚
が有するとした点では、収用権の主体Ⅱ国家説との折衷説ともみえる。収用権の主体を起業者とみる立場からは、土地収用法上、行政
樅
の
主
体
と
し
て
の
国
は
収
川
権
を
設
定
す
る
権
限
を
有
す
る
が
、
収
川
権
の
主
体
は
あ
く
ま
で
も
起
業
者
で
あ
る
と
さ
れ
る
。
そ
し
て
、
国
が
起
業
者
で
あ
る場合には、私人と同椴の立場で事業認定により起業者として収川権を取得することになる。参照、柳瀬良幹「公川負担法（新版）』
二九七一年、有斐閣）一五六頁以下。いずれにせよ、「起業者の事務」なる観念を入れる余地はないし、起業者と行政権の主体として
あ
り
、
当
然
に
行
唖
（７）このような、
あ
る
に
す
ぎ
な
い
。
（
６
）
各
個
別
法
は
こ
れ
を
前
提
に
し
て
い
る
と
み
ら
れ
る
。
本
文
で
例
示
し
た
旅
館
業
法
に
お
い
て
、
市
長
の
処
分
に
つ
い
て
厚
生
大
臣
が
Ｗ
審
査
庁
と
な
る
ことのみを川定し、知耶の処分について同人腫が稀在庁となるＨの定めを欠いているのは、法令所筒大腿である〃生大腿が主務大臣で
あ
り
、
当
然
に
行
政
不
服
瀞
査
法
五
条
に
基
づ
き
上
級
行
政
庁
と
し
て
瀞
在
庁
と
な
る
か
ら
で
あ
ろ
う
。
（７）このような耶例は少なく、わずかに、特別怖側法と何槻に、鉱業法に雌づき適川される土地収川法による知耶の耶妨・椛限などが
る場合には、私人と同椴の立場一
二
九
七
一
年
、
有
斐
閣
）
一
五
六
頁
の
囚
が
一
体
化
す
る
も
の
で
も
な
い
。
小澤・前掲瞥三一七頁○
のみならず、本件で、叩
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法
学
志
林
節
九
十
Ｗ
悲
節
一
号
三
八
こ
と
が
法
令
上
の
根
拠
と
な
り
え
な
い
わ
け
で
は
な
い
が
、
以
下
本
文
で
述
べ
る
と
お
り
、
特
別
拾
図
法
が
土
地
収
川
法
の
特
別
法
に
す
ぎ
な
い
と
こ
ろ
か
ら
根拠となり得ないであろう。まだ、地方自治法別表第三節一号三の川は、都道府県知事が行うべき国の耶務として、特別惜低法「の定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
防
衛
施
設
局
長
が
使
川
し
、
又
は
収
川
し
よ
う
と
す
る
土
地
等
に
つ
い
て
使
用
又
は
収
川
の
認
定
の
告
示
が
あ
っ
た
後
に
お
け
る
形
質
の
変
更
等
を
許
可
し
、
土
地
等
を
引
き
渡
す
べ
き
者
等
が
そ
の
義
務
を
履
行
し
な
い
と
き
等
に
お
い
て
、
防
衛
施
設
局
長
の
請
求
に
よ
り
代
執
行
す
る
等
の
事
務
を
行
う
こ
と
」
を
挙
げ
て
い
る
が
、
こ
れ
を
根
拠
と
し
て
、
土
地
収
川
法
上
の
躯
務
・
権
限
で
あ
っ
て
も
、
特
別
描
世
法
に
鑑
づ
く
事
業
に
か
か
わ
る
鳩
合
に
は
、
す
べ
て
特
別
摘
倣
法
上
の
耶
務
・
権
限
と
解
す
る
凡
解
も
あ
り
う
る
で
あ
ろ
う
。
し
か
し
、
地
方
自
治
法
別
表
は
、
個
別
の
法
鰍
の
規
定
を
前
提
に
し
て
、
地
力
公
共
剛
体
ま
た
は
そ
の
機
関
に
お
い
て
処
理
す
べ
き
馴
務
に
つ
い
て
一
目
瞭
然
性
を
確
保
す
る
た
め
の
も
の
で
あ
っ
て
、
法
律
上
の
権
限
分
配
を
変
災
す
る
も
の
で
は
あ
り
え
な
い
（
参
照
、
ｎ
噸
・
前
掲
論
文
一
○
五
瓦
）
。
そ
し
て
、
右
の
「
形
斑
の
変
史
の
併
可
」
や
「
土
地
等
を
引
き
渡
す
べ
き
打
等
が
そ
の
義
務
を
凧
行
し
な
い
と
き
等
に
お
け
る
代
執
行
」
は
、
特
別
描
慨
法
に
よ
っ
て
知
耶
に
授
椛
さ
れ
た
耶
務
で
は
な
く
、
も
と
も
と
土
地
収
川
法
に
栽
づ
く
ものである（参照、同別表何号一○八）。
（
胴
）
洲
尻
元
一
、
本
松
解
説
、
時
の
法
令
六
二
号
、
三
五
画
以
下
。
（
咽
）
第
一
三
回
国
会
衆
議
院
建
設
委
員
会
会
議
録
一
九
号
（
昭
和
二
七
年
四
月
一
五
日
）
一
一
頁
（
根
道
広
吉
特
別
調
達
庁
長
官
の
発
言
）
。
（
Ⅳ
）
資
鰯
庁
鉱
山
局
鉱
政
課
、
本
法
解
説
、
時
の
法
令
八
号
、
六
頁
。
（
肥
）
な
お
、
こ
れ
と
は
異
な
り
、
土
地
収
川
法
と
は
別
の
制
皮
と
し
て
土
地
の
使
川
・
収
川
を
定
め
る
法
祁
も
あ
る
。
森
林
法
が
こ
れ
で
あ
り
、
同
法
は
、
森
林
施
業
に
供
す
る
土
地
の
使
川
・
収
川
に
つ
い
て
都
道
府
県
知
耶
の
奴
定
手
続
を
定
め
て
お
り
（
同
法
五
○
条
以
下
）
、
土
地
収
川
法
に
関
し
て
は
、
危
険
負
仙に側する一○三条などごく一部の規定が「耶川」されるにとどまり（森林法六川条）、「適川」とはなっていない。
（
⑬
）
署
名
等
代
行
の
耶
務
に
つ
い
て
、
芝
池
（
前
川
論
文
七
七
頁
）
は
、
「
地
域
の
耶
柵
に
通
じ
た
槻
側
と
し
て
の
市
町
村
災
や
知
耶
に
、
い
わ
ば
仇
氏
代
表
と
し
て
の
立
場
に
お
い
て
謀
さ
れ
て
い
る
邪
務
」
で
あ
る
と
し
、
ま
た
、
白
藤
（
前
掲
論
文
一
○
七
頁
）
は
、
「
市
町
村
の
代
表
者
と
し
て
の
市
町
村
長
が
こ
の耶務を行い、補完的に部道府峡の代表打としての知馴がこれを代行する」ものとしている。いずれも、磐名等代行の耶務を自治耶務
と
解
し
機
関
委
任
事
務
で
あ
る
こ
と
を
否
定
す
る
も
の
で
あ
る
が
、
同
時
に
、
こ
れ
ら
の
事
務
が
使
用
・
収
川
認
定
と
は
区
別
さ
れ
る
目
的
・
趣
旨
に
よ
る
手
続
で
あ
る
こ
と
を
指
摘
す
る
も
の
と
い
え
る
。
（卯）特別拙悩法施行令では、収川委貝会の奴決に対する不服巾立て庁が述設大匝であることを川示している。本文後述参照。
（
別
）
同
様
に
土
地
収
川
法
に
対
す
る
特
別
法
と
い
え
る
鉱
業
法
の
場
合
に
は
、
収
川
委
員
会
の
裁
決
に
関
す
る
不
服
申
立
て
庁
を
、
建
設
大
臣
で
は
な
く
、
総
皿府所幡の公将等洲縦委貝会としている（Ｎ法一七八条）。これは、「鉱業と一般公紬或いは仙旅業との川の問題であって、公正中立の
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機
側
に
よ
っ
て
決
定
さ
れ
る
必
要
が
あ
る
の
で
…
通
商
産
業
大
腿
に
対
す
る
異
議
の
巾
川
を
認
め
て
い
な
い
」
（
前
出
、
資
源
庁
鉱
山
局
鉱
政
課
、
本
法
解
説
八
頁
）
た
め
で
あ
る
と
説
明
さ
れ
て
い
る
。
同
法
の
場
合
、
認
定
事
務
は
通
商
産
業
局
長
に
属
す
る
た
め
そ
の
主
任
の
大
臣
は
通
商
産
業
大
臣
と
解
さ
れ
る
。
他
方
、
収
川
委
貝
会
の
殿
決
に
つ
い
て
は
公
寄
等
調
投
委
員
会
が
不
服
巾
立
て
に
側
す
る
審
査
庁
と
な
る
が
、
公
怨
等
調
拡
委
瓜
会
の
審
夜
椛
限
は
こ
こ
で
は
監粁樅に巾米するものではなく「公正中立の機関」として介在させたものであり、この権限を剛山にして川姿仙会が瓜する総肌府の災
た
る
内
側
総
剛
大
臣
を
主
任
の
大
腿
と
は
な
し
え
な
い
。
そ
の
他
、
と
く
に
同
法
に
特
別
の
定
め
が
な
い
以
上
、
土
地
収
川
法
の
適
川
に
あ
た
っ
て
は
処
設
大
匝
が
主
倣
の
大
臣
と
な
る
と
解
さ
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
（
”
）
節
一
三
国
会
参
識
院
巡
設
委
貝
会
会
識
録
二
六
号
（
昭
和
二
七
年
Ⅲ
Ⅱ
二
一
Ⅲ
）
二
画
。
（
羽
）
妓
二
小
決
平
八
・
二
・
二
六
判
例
時
報
一
五
六
二
号
二
○
瓦
。
本
件
第
一
瀞
裁
判
所
に
対
し
て
権
利
者
ら
が
補
助
参
加
を
申
し
立
て
た
耶
件
で
、
桐
岡
満
決
平
八
・
一
・
二
三
判
例
時
報
一
五
六
一
号
八
一
頁
と
と
も
に
右
巾
立
て
を
退
け
た
も
の
で
あ
る
。
（
補
注
）
本
欄
は
、
本
件
第
一
審
裁
判
所
で
あ
る
桐
岡
高
等
裁
判
所
那
柵
支
部
に
室
井
力
名
古
賦
経
済
大
学
教
授
と
私
の
述
名
で
提
出
し
た
意
見
識
を
も
と
に
し
て
い
る
。
今
回
、
そ
の
後
出
た
二
つ
の
判
決
を
検
討
す
る
と
と
も
に
構
成
等
を
変
更
し
た
。
発
表
に
つ
い
て
室
井
教
授
の
ご
快
諾
を
得
た
が
、
内
容
に
つ
い
て
は
い
う
ま
で
も
な
く
浜
川
が
武
任
を
負
う
。
三
九
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